
（平成２２年６月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 40 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 24 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 71 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 49 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 4364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料（付加保険料を

含む）ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年３月まで 

私は、昭和 55年１月に国民年金に初めて任意加入し、61年４月に第３号

被保険者になる前月まで、国民年金保険料を付加保険料とともにすべて納付

した。私は、昭和 61 年４月時点で納付すべき保険料をすべて納付しきった

と安どしていたのに、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の納付記録を見ると、申立期間及び第３号被保険者期間を除く国民年

金加入期間の保険料を完納していることが確認でき、納付意識の高さがうかが

える。 

また、申立人は、昭和 60 年 11 月９日に国民年金に任意加入し、61 年３月

10日に、申立期間直前の 60年 10月から同年 12月までの国民年金保険料（付

加保険料を含む）を納付していることがオンライン記録から確認でき、その時

点で申立期間の保険料を納付することが可能であった。 

さらに、オンライン記録において、任意加入者から第３号被保険者への手続

処理日は、昭和 61年４月 23日であることが確認でき、申立人が第３号被保険

者への種別変更手続をおこなった時点においても、申立期間の保険料は、納付

が可能であったと考えられ、申立期間（３か月）に係る保険料を納付しなかっ

たと考えるのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料（付加保険料を含む）を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 4365 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年 12月まで 

昭和 48 年３月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行った。納付方法は覚

えていないが、加入手続をした時期に続く申立期間の保険料を納付しないは

ずがない。申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年３月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、保険料

を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期及び保険料納付に関する状況をみ

ると、特殊台帳及びオンライン記録から、申立人は昭和 48 年３月に任意で国

民年金に加入し、申立期間を除き国民年金加入期間の保険料をすべて納付する

とともに、被保険者の種別変更手続を的確に行っていることが確認でき、納付

意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間を含む昭和 48 年度の摘要欄に

は催告が行われたことを示すスタンプが押され、申立期間に続く昭和 49 年１

月から 50 年３月までの保険料は過年度納付されていることが確認できるとこ

ろ、申立人は、申立期間についても、催告を受け過年度保険料にかかる納付書

が発行され、過年度納付したものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人の特殊台帳を見ると、上記の昭和 49年１月から 50年３月ま

での保険料は、52 年５月に過年度納付されていることが確認できるところ、

本来、納付時点においては、49年１月から同年 12月までの保険料は、時効の

成立により制度上納付することができないが、この段階において何らかの事務

的過誤があった可能性は否定できない。 

加えて、申立期間は９か月と短期間であり、申立期間の前後を通じて住所変

更は無く、生活状況にも特段の変化は無かったと陳述しており、申立期間の保

険料を納付できない理由は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 4366 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和39年８月から40年３月までのうちの２か月間の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月から 40年３月までのうちの２か月間 

母が私の国民年金の加入手続を行い、昭和 39 年８月から申立期間の保険

料を含め、45年 11月に結婚してＡ県に引っ越しするまでの私の国民年金保

険料を町内の世話役に持参して納付してくれていた。母は、兄の保険料も同

じように納付していた。申立期間の兄の保険料は納付済みとされているのに、

私の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料を納付してくれていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 40 年３月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号

払出簿から確認でき、この場合、申立期間の保険料を現年度納付することは可

能である。 

また、申立期間の保険料を納付したとする申立人の母親の国民年金の加入及

び保険料納付に関する状況をみると、特殊台帳から、昭和 40 年１月に任意加

入し、同年１月から 60歳に到達する 57年＊月までの保険料を完納しているこ

とが確認できることから、納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人は、母親が申立人の保険料と申立人の兄の保険料を一緒に納

付していたと陳述しているところ、オンライン記録によると、申立人の兄の保

険料の納付状況は、20 歳到達月から厚生年金保険に加入するまで納付済みで

あり、申立期間の保険料も納付済みとされていることが確認できる。 

加えて、申立期間は２か月と短期間であり、申立人は、申立期間の前後を通

じて住所変更は無く、生活状況に特段の変化は無かったと陳述している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4367 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和47年６月及び49年１月から同年３月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年６月 

             ② 昭和 49年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 47 年６月に国民年金に加入した。当時、私が住んでいる地域

では、町内会で国民年金の集金をすると市から町内会に補助金が出るとい

うことで、毎月、隣組の集まりの時に町内会費と一緒に国民年金保険料を

集金しており、国民年金保険料だけ納め忘れることは考えられない。 

    平成 11 年４月 20 日に市役所に行き、昭和 49 年１月から同年３月の記録

についてＡ社会保険事務所（当時）に確認してもらうと、納付の記録にな

っていると回答をもらった。未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年６月に国民年金の任意加入手続を行い、地域の納付組

織である町内会に、町内会費と一緒に国民年金保険料を納めていたと申し立て

ている。 

   そこで、Ｂ市の被保険者名簿及び特殊台帳を見ると、申立人は昭和 47 年６

月９日に国民年金に任意加入していることが確認でき、この場合、申立期間①

及び②は、国民年金保険料を現年度納付することが可能である。 

また、申立期間は合わせても４か月と短期間であり、任意加入後は、昭和 52

年３月に厚生年金保険被保険者資格を取得するまで申立期間以外の保険料は

現年度納付されており、申立期間当時の夫婦の生活状況に変化は見られないこ

とから、申立期間に関しても現年度納付したと考えるのが相当である。 

さらに、申立人の所持する国民年金手帳及び市の被保険者名簿を見ると、昭

和 48年４月から同年 12月までの保険料は納付済みであるにもかかわらず、特

殊台帳では当該期間の保険料が未納の記録となっていることから、申立期間②

の直前の期間は不自然な記録となっている。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4368 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録の訂正が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

    私の国民年金の加入手続は、母が行ったと実姉から聞いている。保険料は、

町内の世話役が集金にきていたということである。 

    母が一緒に国民年金保険料を納付していた実姉の記録は納付済みとなっ

ている。母も平成 13年 10月に亡くなるまで国民年金をもらっていた。 

    申立期間の保険料が、私だけ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身の国民年金の加入手続及び保険料納付を母親が行っており、

加入当初から保険料を納めていると申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 46 年８月９日に

国民年金手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出

簿から確認でき、払出時点において、申立期間の保険料を現年度納付すること

が可能である。 

   また、申立人の母親が申立人の保険料と一緒に納付していたとする申立人の

姉夫婦の納付記録を見ると、オンライン記録から、申立期間は納付済みの記録

となっており、申立人の申立期間の保険料についても母親が納めたとする申立

人の陳述に不自然さは見られない。 

   さらに、申立期間は 12か月と短期間であり、申立期間に続く昭和 47年４月

からの保険料は現年度納付されていることがオンライン記録から確認できる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 4369  

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住        所 ：  

                           

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 54年４月から 55年３月まで 

私は 18歳から父が自営する店に勤め、両親と店舗兼住宅で同居していた。 

昭和 48年に結婚したころに、父から、私が 20歳になった時、国民年金の

加入手続をしてその後の保険料を納付してきたと聞いた。結婚後、市内で転

居したが、引き続き父の店に勤めていたので、納付書を父に渡すと父が保険

料を納付していた。  

昭和 51 年にＡ市に転居してからは、送られて来た納付書で私がＡ市役所

で納付した。 

平成５年に店を法人化にして厚生年金保険に加入したが、国民年金加入期

間のうち、Ａ市に居住していた時に私が納付した１年分の保険料以外は父が

納付していた。 

父親が、平成２年に亡くなったので詳しいこと分からないが、申立期間の

保険料を父親が納付していたのに未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付について、申立人の父親が

行っていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 39年８月 27日に払い出されていることが、国民年金手帳記

号番号払出簿から確認できる上、申立人の保険料は、申立期間を除き、平成５

年 11 月に厚生年金保険被保険者となり、国民年金の被保険者資格を喪失する

までの間は保険料を完納していることが特殊台帳及びオンライン記録から確

認でき、申立人及びその父親の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間は 12 か月と短期間であるとともに、その前後の保険料は納



                      

  

付済みであり、納付意識の高い申立人の父親が申立期間の保険料を納付しなか

ったとみるのは不自然である。 

さらに、申立人は、昭和 50年度の保険料について 12か月分の領収書を所持

しているが、市の国民年金被保険者台帳では、同年度は９か月の納付済みの記

録となっている上、申立人の名前のフリガナとは異なるフリガナで、特殊台帳

及びＢ市の国民年金被保険者名簿が管理されていることが確認できることか

ら、何らかの事務的過誤があったことがうかがえる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4370  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年８月から 51年３月までの国民年金付

加保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年５月から 51年３月まで 

私はＡ県のＢ市に住んでいたころ、国民年金に加入し、加入当初から定額

保険料に加えて付加保険料を納付してきた。 

ところが、最近、加入当初の 11 か月について、付加保険料だけが未納と

されていることを知らされた。国民年金手帳にも昭和 50 年５月に国民年金

への加入と同時に付加保険料を納付する申込みを行っているように記載さ

れている。それ以降は、納付書により漏れなく保険料を納付してきた。申立

期間の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年５月に国民年金に加入して以降、60歳に到達するまで

の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している上、付

加保険料についても、申立期間を除き、申立人が第３号被保険者となるまで

の付加保険料を納付することが可能な期間について、すべて納付しており、

申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の所持する国民年金手帳によると、申立人が付加年金の申込

みを行った時点は昭和 50年５月１日である旨記録されているところ、当該時

点がオンライン記録によると 51 年４月である旨、特殊台帳によると 50 年４

月である旨記録されていることが確認でき、これらの記録内容はそれぞれ一

致しておらず、申立人の納付記録について適正な管理がなされていなかった

可能性がうかがえ、これらの記録から申立人が付加保険料の申込みを行った

時点を特定することも困難なものとなっている。 

申立期間のうち、昭和 50 年８月から 51 年３月までの期間について、申立



                      

  

人は 50年６月にＢ市からＣ市へ転居しているところ、申立人が保管する当該

期間に係る領収書によると、同市発行であることが確認できるとともに、領

収額には、定額保険料のみの金額が記載され、領収印の日付から、保険料が

現年度納付されていることが確認できるが、Ｂ市役所及びＣ市役所によると、

申立期間の当時、国民年金への加入日以降に付加保険料をさかのぼって納付

したいと申し出た者に対しては、現年度納付の申出に限り、定額保険料の納

付書とは別途、付加保険料のみの納付書を送付し、国民年金手帳には、付加

年金への加入日を国民年金被保険者資格の取得日と同一日となるよう遡及
そきゅう

し

て記載する取扱いを行っていたとしている。申立人が所持する年金手帳によ

ると、付加年金への加入日は国民年金被保険者資格の取得日と同一日（昭和

50 年５月１日）とされており、上記の申立人の納付記録に係る記録管理の状

況を踏まえると、申立人に対して定額保険料の納付書に加えて付加保険料の

みの納付書が発行された可能性を否定することはできず、納付意識の高い申

立人が、定額保険料の納付書により定額保険料を納付するとともに、別途発

行された付加保険料のみの納付書により当該期間の付加保険料を納付したと

しても不自然ではない。 

一方、申立期間のうち、昭和 50年５月から同年７月までの期間については、

申立人が保管する当該期間に係る領収書によると、前述と同じくＣ市発行で

あることが確認できるとともに、定額保険料のみの金額が記載されている上、

その領収印の日付から、保険料が過年度納付されていることが確認できる。

Ｂ市役所及びＣ市役所によると、上記の付加保険料のみの納付については、

納付対象期間の定額保険料が現年度納付されていることを前提に収納してい

たとしており、定額保険料が未納期間であることが分かった場合は付加保険

料を収納せず、収納後に定額保険料が未納期間であることが分かった場合は

付加保険料を還付していたとしていることから、定額保険料が過年度納付さ

れている当該期間の付加保険料が収納されたと考えるのは困難である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年８月から 51 年３月までの国民年金付加保険料を納付していたもの

と認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4371 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年７月から同年 12月まで 

私は、昭和 53 年ごろに国民年金に加入した。以降の保険料については、

家計及び自営業の会計をしていた私が、夫婦二人分を納付した。年金の受給

申請に行ったところ、私だけ６か月間の未納期間があると分かった。 

申立期間の当時はバブル期の前で、仕事も順調だったので、夫が納付済み

で、私だけが未納とされていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人及びその夫に係る国民年金手帳記号番号が連番で払い出さ

れた昭和52年４月以降、申立期間が６か月間を除き、60歳となるまで国民年金

保険料をすべて納付している上、申立人が保険料を納付していたとする申立人

の夫についても、国民年金手帳記号番号が払い出された以降、60歳となるまで

の国民年金加入期間について、保険料をすべて納付している。また、申立人及

びその夫は、いずれも高齢任意加入により、60歳以降の平成12年９月から13

年６月までの期間の保険料についても納付しており、夫婦二人分の保険料納付

を行っていたとする申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人のオンライン記録によると、昭和62年９月に催告が行われた旨

の記録が確認でき、申立期間について過年度納付書が発行されたものと推認で

きる。 

さらに、申立人が保険料を納付していたとする申立人の夫のオンライン記録

及び特殊台帳によると、申立期間の保険料については、納付済みである上、昭

和54年２月から55年３月までの期間、57年１月から同年３月までの期間及び同

年10月から58年３月までの期間の保険料については、過年度納付されているこ

とが確認できることから、申立人は、国民年金への加入手続を行った以降、保



                      

  

険料が未納となっても過年度納付を行うことにより、さかのぼって保険料をす

べて納付しようとしていることがうかがえ、納付意識の高い申立人が、申立期

間の６か月についても過年度納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

  



                      

  

大阪国民年金 事案 4372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月及び同年８月 

    昭和 45 年６月に会社を辞め、Ａ市へ転入届を提出するためにＡ市役所に

行った。その際、市の職員から国民年金への加入は義務であると言われたの

で加入手続を行い、その場で同年６月の国民年金保険料を納めた。その翌月

から再就職するまでの申立期間２か月について、母に国民年金手帳を渡して

保険料納付を任せており、母が納めたはずの期間が未納とされていることに

納得できない。 

また、私が納付した昭和 45 年６月の保険料については、ねんきん特別便

をきっかけに社会保険事務所（当時）で記録の確認及び訂正が行われている

が、それまでは納付記録が漏れたままにされていたということでもあるので、

なおのことよく調べてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年６月に国民年金への加入手続を行い、その際、同年６

月の保険料を納付し、申立期間の保険料については、申立人の母親に国民年金

手帳を渡した上、納付を任せたとしているところ、国民年金手帳記号番号払出

簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は同年６月に払い出されているこ

とが確認できることから、このころに加入手続が行われたものと推認され、申

立内容と一致している。 

また、申立人が保険料納付を任せたとする申立人の母親は、国民年金制度発

足と同時に国民年金に任意加入して以降、60歳になる前月の昭和 46年＊月ま

での期間について、保険料をすべて納付しており、納付意識の高さがうかがえ

ることから、申立期間の２か月について、母親自身の保険料のみ納付し、納付

を委ねられた申立人の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 



                      

  

さらに、オンライン記録によると、申立期間の直前である昭和 45 年６月の

納付記録については、当初、未納期間とされていたが、平成 21年７月 15日に

納付済期間に訂正されていることが確認でき、申立人の納付記録について適正

な管理がなされていなかった可能性がうかがえる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年１月から同年３月までの期間及び52年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 52年 1月から同年３月まで 

    私が昭和 44 年１月ごろ、親が国民年金の加入手続を行ってくれた。保険

料については、加入当初から結婚後しばらくは親が納付し、その後は夫が欠

かさず納付した。夫のきちょうめんな性格と、市職員であったことを考える

と、未納があることも、未納のまま放っておくことも考えられない。 

また、以前、別の期間（昭和 48 年１月から同年３月まで）について、当

初未納期間とされていたが、年金手帳の検認印を基に、社会保険事務所（当

時）によって納付済期間に訂正された経緯がある。同じ年度末の期間ばかり

が未納とされていることもあって、申立期間についても同様に記録の誤りだ

と思う。 

未納とされている申立期間の年金記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44年１月ごろに国民年金に加入して以降、60歳に到達する

までの国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて

納付している上、60歳以降についても、加入可能な期間の上限まで高齢任意加

入して保険料を納付しており、国民年金への加入意識及び納付意識の高さがう

かがえる。 

また、申立人の特殊台帳及びオンライン記録によると、申立期間①及び②の

前後の保険料は現年度納付されていることが確認でき、当該期間についても納

付書が発行されていたものと考えられる上、当該期間の前後を通じて、申立人

及びその夫の仕事及び住所に変更は無く、生活状況に大きな変化は見られない

ことから、申立人の納付意識の高さを踏まえると、当該期間のそれぞれ３か月

が未納とされているのは不自然である。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4374 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

私は、昭和 46 年９月に会社を退職し自営業を始めたので、すぐに夫婦で

国民年金に加入したように思う。国民年金保険料は、いつも夫婦二人分を一

緒に納付してきたのに、申立期間は妻だけが納付済みであり、私が未納とさ

れていることは納得できない 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年７月に払い出され、この時点

において現年度納付が可能であった同年４月以降、60歳期間満了までの 29年

間、申立期間を除き、保険料をすべて納付していることから、国民年金保険料

の納付に対する意識が高かったものと認められる。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間前後の時期において、当初未納

であった昭和 52年１月から同年３月までの期間、53年 10月から 54年３月ま

での期間及び 55 年１月から同年３月までの期間の保険料を、それぞれ過年度

納付していることが確認できることから、この時期における申立人の未納解消

の努力がうかがえる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である上、当初未納期間であった上記期

間及び申立期間に対し、社会保険事務所(当時)がそれぞれ納付催告を行ったこ

とが同特殊台帳により確認できることなどを踏まえると、同様に納付催告を受

けているにもかかわらず、納付意識の高い申立人が、申立期間の保険料のみを

過年度納付しないのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 57年３月まで 

私は、昭和 55 年４月に離婚し、子供を連れて実家に転居した時、母に勧

められて国民年金に加入した。加入手続の際、区役所職員に「最初の３か月

分は保険料を納付したほうが良い。」と言われたので、同年７月から保険料

を免除してもらった上で、後日、母にお金をもらって、私が区役所で３か月

分の保険料を納付した記憶がある。 

また、昭和 60 年４月ごろ、母が私の将来を心配して、私に今後は保険料

を免除せず、継続して納付するよう勧めてくれたので、母と一緒に区役所へ

行き、保険料の納付を申し出た。その時、窓口で「10 年以内なら、免除期

間の保険料をさかのぼって納付できる。」と教えられたが、当時も私にまと

まったお金が無かったので、母に都合してもらい、その後に、数回に分けて

免除期間の保険料をさかのぼって納付した。 

申立期間が未納及び免除のままとされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、未納期間とされている昭和 55 年４月から同年６月までの

期間について、申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格

取得日等から、申立人に係る国民年金の加入手続は、同年８月ごろに行われた

ものと推定され、加入時期からみて、免除期間の開始月が、原則どおり同年７

月からとなっていること、及び当該期間は３か月間と短期間であることなどを

踏まえると、免除期間とならない当該期間の現年度保険料に関し、区役所職員

に納付を勧められたとする申立内容に特段不合理な点は認められない。しかも、

申立人が、後日区役所で当該期間の保険料を納付した際に受領したとする領収

証書の様式に関する申立人の記憶は、当時区役所窓口で使用されていた手書き



                      

  

領収証書の内容と符合している。 

次に、申立期間のうち、免除期間とされている昭和 55年７月から 57年３月

までの期間について、申立人は、60 年４月ごろに申立人の母親の勧めで保険

料の納付を区役所に申し出たとしているところ、同年４月から保険料の納付を

開始していることが申立人のオンライン記録により確認でき、申立内容を裏付

けるとともに、保険料の納付を開始した時点において、当該免除期間の保険料

は、10 年の時効が完成する前の保険料であり、追納することが可能であった

ものと認められる。 

また、申立人に追納に必要な資金を都合したとする申立人の母親は、最初に

追納した当時の状況を具体的かつ詳細に陳述し、納付時期等に関して不自然な

点はうかがえないほか、母親が申立人の追納資金のために銀行から引き出した

とする金額は、当該免除期間の追納保険料額とおおむね一致している。 

さらに、申立人のオンライン記録を見ると、申立期間直後の昭和 57 年４月

から 60 年３月までの３年間が追納保険料の納付済期間となっているが、具体

的な追納期間及び追納日等が記録されている詳細画面では、申立期間直後の２

年間の追納記録が欠落しているなど、行政側の記録管理に不手際があったこと

がうかがえる。 

加えて、申立人は、申立期間後の国民年金保険料をすべて納付又は追納し、

厚生年金保険との切替手続も適切に行われている上、申立人の母親も、国民年

金制度が発足した昭和36年４月以降60歳期間満了まで保険料を完納している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年４月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年８月から 49年３月まで 

   ② 平成元年４月 

    夫が自身の国民年金の加入手続を行った昭和 40 年ごろに、私の国民年金

の加入手続も行ってくれたと思う。 

    加入してから昭和 61 年ごろまでは、Ａ市Ｂ町の店舗に、Ｃ銀行Ｄ支店か

ら外交員が集金等で毎日来ていたので、夫が定期的に夫婦二人分の保険料を

その外交員に渡していたはずである。 

    その後、時期は定かではないが、Ｃ銀行Ｄ支店又は同行Ｅ支店の夫名義の

指定預金口座から夫婦二人分の保険料を自動振替で納付するようになった。 

    申立期間の保険料について、夫の分が納付済みとされているにもかかわら

ず、私の分が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 51年 11月に払い出されており、この手帳記号番号の払出

時期からみて、申立期間②の国民年金保険料を現年度納付することは可能であ

る。 

また、申立人は、納付記録が始まる昭和 49年４月以降、60歳到達時までの

期間について、申立期間②を除き国民年金保険料を完納しており、また、平成

17 年 11 月から 20 年８月までの期間については、高齢任意加入するなど、申

立人の保険料納付を担っていたとする申立人の夫の納付意識の高さがうかが

える。 

さらに、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の夫の納付記録を見

ると、申立期間②の国民年金保険料は納付済みとなっている。 



                      

  

加えて、申立期間②は１か月と短期間である上、前後の国民年金保険料は現

年度納付している。 

一方、申立期間①について、申立人には、昭和 49年 12月に、上記の 51年

11 月払出しの国民年金手帳記号番号とは別の手帳記号番号が払い出されてい

るが、この手帳記号番号の払出時点においては、申立期間①のうち、40 年８

月から 46年 12月までの国民年金保険料は、制度上納付することができず、ま

た、47年１月から 49年３月までの保険料は、過年度納付することは可能であ

るものの、申立人の夫は、さかのぼって保険料を納付した記憶は無いとしてい

る。 

また、申立人の夫は、申立期間①の国民年金保険料について、定期的に銀行

の外交員に預けて納付してもらっていたとしているものの、当時のＡ市におけ

る保険料収納について、同市では市役所窓口及び納付組合を通じての３か月ご

との印紙検認が通例であったとしており、制度状況と符合しない。 

さらに、申立期間①は 104か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国

民年金の保険料収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考

え難い。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておら

ず、保険料納付を担っていたとする申立人の夫の記憶も明確では無く、申立期

間①の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見

いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年１月から 40年３月まで 

             ② 昭和 47年１月から同年３月まで 

    昭和 37年３月に就職した会社に 60歳まで勤務しており、当初は、母が国

民年金保険料を納付してくれていたと思うが、途中から会社の組合で自動的

に保険料を納付してくれるようになった。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民

年金手帳記号番号は、Ａ市Ｂ区において、昭和 41 年６月１日に職権により母

子連番で払い出されており、この手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間

②の国民年金保険料を現年度納付することは可能である。 

   また、申立人は国民年金手帳記号番号の払出以降、申立期間②を除き、国民

年金保険料をすべて納付している。 

   さらに、申立期間②は３か月と短期間である上、前後の期間の国民年金保険

料は現年度納付している。 

   一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとお

り母子連番で昭和 41年６月１日に払い出されており、母子共に 40年４月から

41年３月までの国民年金保険料を過年度納付している。 

   この点について、申立期間当時、Ａ市では、職権により国民年金手帳記号番

号を払い出した者を対象として、現年度保険料の納付書に併せて、１年分の過

年度保険料の納付書を送付していたことが、当時の市広報紙で確認でき、申立



                      

  

人の母はこの納付書によって１年分の保険料を過年度納付し、申立人について

も自身と同様に申立期間①直後の１年分の過年度保険料を納付したものの、申

立期間①については、自身の保険料も未納となっていることからみて、申立人

の分のみ、さらに１年分以上をさかのぼって納付したとは考え難い。 

   また、申立期間①の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号

の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み

検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を担っていたとする母

は既に他界しており、申立期間①の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとし

たが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 38年１月までの期間及び同

年４月から 39 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年１月まで 

             ② 昭和 38年４月から 39年３月まで 

    国民年金の加入手続については、はっきりとは覚えていないが、集金人を

通じて夫婦二人分について行ったと思う。 

    国民年金保険料については、夫婦二人分を夫婦いずれかが集金人又は金融

機関で納付してきた。昭和 41年から 45年ごろ、店に区役所の女性集金人が

訪れ、５万円納めると夫婦二人分の国民年金保険料が 36 年から納付したこ

とになると言われたので、妻が店にあったお金で支払ったこともあった。 

申立期間の保険料についても納付しているはずであるので、調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 38 年 12 月４日に夫婦連番で払い出されており、この手

帳記号番号の払出時期からみて、申立期間①のうち、37 年４月から 38 年３

月までの国民年金保険料を過年度納付し、また、申立期間②の保険料を現年

度納付することは可能である。 

また、申立人夫婦の国民年金保険料は、申立期間を除いて未納は無い上、

妻は 60歳到達後も高齢任意加入を行い保険料を納付しているなど、夫婦の納

付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人夫婦の納付記録を見ると、昭和 37 年度に昭和 38 年２月及

び同年３月の国民年金保険料が納付済みとされているところ、夫婦の国民年

金手帳記号番号の払出時期からみて、過年度納付したと考えられるが、当時、

Ａ市では、過年度保険料を収納することはなかったものの、行政サービスの



                      

  

一環で、希望に応じて、基本的には年度単位で過年度納付書を発行していた

ことから、納付の意思をもって加入手続を行ったとみられる申立人夫婦が、

申立期間①のうち、昭和 37年度中の昭和 37年４月から 38年１月までの過年

度保険料及び加入手続を行った当初の申立期間②の現年度保険料を納付しな

かったと考えるのは不自然である。 

加えて、特殊台帳を見ると、夫婦共に氏名が誤って記載されているほか、

申立人の昭和 45 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料が未納と記録さ

れていたものが、申立人が所持する国民年金手帳の印紙検認記録を根拠に記

録訂正されており、また、妻の特殊台帳を見ると、41 年４月から 44 年３月

までの保険料が未納と記録されているものの、オンライン記録を見ると納付

済みとなっている。 

このほか、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、夫婦には、Ａ市におい

て上記の国民年金手帳記号番号が払い出されていたにもかかわらず、その３

年５か月後の昭和 42 年５月 31 日に、同市の職権により夫婦連番で別の手帳

記号番号が払い出されており、不自然な事務処理もなされているなど、夫婦

の国民年金の保険料収納及び記録管理に複数の事務的過誤等が認められるこ

とから、申立期間についても何らかの事務的過誤があった可能性を否定でき

ない。 

しかし、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 41 年から

45年ごろに夫婦二人分で５万円を集金人に納付したと申し立てているが、制

度上、集金人は特例納付及び過年度納付に係る保険料を収納することはでき

ない。 

また、昭和 45 年７月から 47 年６月までの期間については、35 歳以上で、

60歳に到達するまでの間未納無く納付したとしても年金受給資格期間が不足

する者を対象に、第１回特例納付が行われていたが、45年当時、申立人は 38

歳、妻は 31歳であり、受給権確保の観点から夫は特例納付する必要があった

が、妻にはその必要がない上、申立期間の保険料は、夫婦二人分で３万 3,300

円となることから、金額が一致しない。 

さらに、申立期間①のうち、昭和 36 年４月から 37 年３月までの保険料に

ついては、申立人夫婦の手帳記号番号の払出時点において、過年度納付する

必要がなく、納付記録においても、上記のとおり、昭和 37年度中の一部の納

付事跡は確認できるものの、当該期間の保険料が納付されていることをうか

がわせる周辺事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人から申立期間①のうち、昭和 36 年４月から 37 年３月まで

の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事

情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 37年４月から 38年１月までの期間及び同年４月から 39年３月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 4379 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 38年１月までの期間、同年

４月から 39年３月までの期間及び 40年 10月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年１月まで 

             ② 昭和 38年４月から 39年３月まで 

             ③ 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

    国民年金の加入手続については、はっきりとは覚えていないが、集金人を

通じて夫婦二人分について行ったと思う。 

    国民年金保険料については、夫婦二人分を夫婦いずれかが集金人又は金融

機関で納付してきた。昭和 41年から 45年ごろ、店に区役所の女性集金人が

訪れ、５万円納めると夫婦二人分の国民年金保険料が 36 年から納付したこ

とになると言われたので、私が店にあったお金で支払ったこともあった。 

申立期間の保険料についても納付しているはずであるので、調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 38年 12月４日に夫婦連番で払い出されており、この手帳

記号番号の払出時期からみて、申立期間①のうち、37年４月から 38年３月ま

での国民年金保険料を過年度納付し、また、申立期間②及び③の保険料を現年

度納付することは可能である。 

また、申立人夫婦の国民年金保険料は、申立期間を除いて未納は無い上、申

立人は 60 歳到達後も高齢任意加入を行い保険料を納付しているなど、夫婦の

納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人夫婦の納付記録を見ると、昭和 37年度に昭和 38年２月及び

同年３月の国民年金保険料が納付済みとされているところ、夫婦の手帳記号番

号払出時期からみて、過年度納付したと考えられるが、当時、Ａ市では、過年



                      

  

度保険料を収納することはなかったものの、行政サービスの一環で、希望に応

じて、基本的には年度単位で過年度納付書を発行していたことから、納付の意

思をもって加入手続を行ったとみられる申立人夫婦が、申立期間①のうち、37

年度中の昭和 37年４月から 38年１月までの過年度保険料及び加入手続を行っ

た当初の申立期間②の現年度保険料を納付しなかったと考えるのは不自然で

あり、また、前後の期間の保険料を現年度納付している上、６か月と短期間で

ある申立期間③の保険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

加えて、特殊台帳を見ると、夫婦共に氏名が誤って記載されているほか、申

立人の夫の昭和 45年４月から 46年３月までの保険料が未納と記録されていた

ものが、夫が所持する国民年金手帳の印紙検認記録を根拠に記録訂正されてお

り、また、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間③直後の 41年４月から 44年

３月までの保険料が未納と記録されているものの、オンライン記録を見ると納

付済みとなっている。 

このほか、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、夫婦には、Ａ市において、

上記の国民年金手帳記号番号が払い出されていたにもかかわらず、その３年５

か月後の昭和 42年５月 31日に、同市の職権により夫婦連番で別の手帳記号番

号が払い出されており、不自然な事務処理もなされているなど、夫婦の国民年

金の保険料収納及び記録管理には複数の事務的過誤等が認められることから、

申立期間についても何らかの事務的過誤があった可能性を否定できない。 

しかし、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 41年から 45

年ごろに夫婦二人分で５万円を集金人に納付したと申し立てているが、制度上、

集金人は特例納付及び過年度納付に係る保険料を収納することはできない。 

また、昭和 45年７月から 47年６月までの期間については、35歳以上で、60

歳に到達するまでの間未納無く納付したとしても受給資格期間が不足する者

を対象に、第１回特例納付が行われていたが、45年当時、夫は 38歳、申立人

は 31 歳であり、受給権確保の観点から夫は特例納付する必要があったが、申

立人にはその必要がない上、申立期間の保険料は、夫婦二人分で３万 3,300円

となることから、金額が一致しない。 

さらに、申立期間①のうち、昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保

険料については、申立人夫婦の手帳記号番号の払出時点において、過年度納付

する必要がなく、納付記録においても、上記のとおり、昭和 37 年度中の一部

の納付事跡は確認できるものの、当該期間の保険料が納付されていることをう

かがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人から申立期間①のうち、昭和 36年４月から 37年３月までの

国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等

を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 37年４月から 38年１月までの期間、38年４月から 39年３月までの期間及

び 40 年 10 月から 41 年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



大阪厚生年金 事案 6655 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 42年１月 27日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月 27日から同年２月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。申立

期間は、同社Ｄ支店から同社Ｃ支店へ異動した時期であり、継続して同社に

勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の給与支給明細書及び同僚の陳述から、申立人は、申立期間もＡ

社に継続して勤務し（Ａ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録において、申立人と同一日の昭和

42年１月 27日にＡ社Ｄ支店で資格を喪失している者二人が、同社Ｃ支店とは

異なる二つの支店でそれぞれ同一日に資格を取得していることが確認できる

ことから、同日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の給与支給明細書の報酬

月額から、３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 6656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 45 年 10 月 25 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月 25日から同年 11月 24日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。申立

期間は、同社本社から同社Ｂ支店へ異動した時期であり、継続して同社に勤

務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断理由 

雇用保険の記録及びＡ社人事担当者の陳述等から判断すると、申立人は申立

期間も同社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｂ支店へ異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、異動日については、申立人の改製原戸籍の附票により、昭和 45年 10

月 25 日にＥ県Ｆ市からＣ県Ｄ市へ住所を異動していることが確認できること

から、同日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 45年 11月の社会保険事務所の記録から、７万 2,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 6657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 55 年４月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

19万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月 15日から同年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

申立期間から同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与明細書から、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及び

申立人のＡ社における昭和 55年６月の社会保険事務所の記録から、19万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格取得届に事務過誤があったと思われるとして

いることから、事業主が、昭和 55 年６月１日を資格取得日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月及び同年５月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 6658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 57年５月１日に、資格喪失日に係る記録を 58年１月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年５月１日から 58年１月１日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社

で勤務した期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間の社会保険

料控除が確認できる源泉徴収票等を提出するので、申立期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の昭和 57 年分の源泉徴収票及び申立期間当時の事業主の陳述か

ら判断して、申立人が申立期間にＡ社で勤務し、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、源泉徴収票に記載の社会保険料

等の控除額及び同僚のＡ社における申立期間の社会保険事務所の記録から、17

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間当時の事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付したはずであると

主張するが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された

場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資

格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 57年５月から同年 12月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 6659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 44 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 9,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月 29日から 44年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらっ

た。同社には、昭和 43 年２月に入社し、社名がＢ社に変更された後も 47

年９月まで継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日と同一日の

昭和 43年９月 29日に被保険者資格を喪失し、同社と同じ所在地及び事業主

の下でＢ社として新たに適用事業所となった 44 年６月１日に再度被保険者

資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、同僚及び申立期間当時の事業主の妻は、「申立人は、申立期間に

ついてもＡ社に継続して勤務しており、申立期間及びその前後の期間で業務

内容及び勤務形態に変更は無かった。」と陳述している。 

また、前述の同僚は、「私は申立期間もＡ社に勤務していた。私も申立期

間の被保険者記録は無いが、申立期間に給与の手取り額が増えた記憶は無く、

厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務

し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた



ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年８月の社会保険事務所の記録から、３万 9,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 43年９月 29日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなり、44年６月１日にＢ社として新たに厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所としての記録が無い。 

しかし、前述の同僚及び申立期間当時の事業主の妻の陳述から、申立期間

にＡ社で勤務していた者は５人以上存在し、申立期間も事業活動を継続して

いたことがうかがえ、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満

たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事

務所に対し厚生年金保険の適用事業所ではなくなる届出を行っていたこと

が認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 6660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＩ事業所における資格取得日は昭和 20 年４月１日、資格喪失日は

22 年５月１日であると認められることから、申立人に係る船員保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20年４月から 21年３月ま

では 60円、同年４月から 22年４月までは 180円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から 22年５月１日まで 

    私は、戦時中である昭和 20 年にＤ県Ｂ市にあったＡ養成所へ入所し、約

３か月間の研修後、同年４月に徴用され、Ｉ事業所の管理下でＣ船に乗って

いた。 

Ｃ船では、Ｄ県を拠点としたＥ業務に従事し、また、終戦後はＦ業務及び

Ｇ業務などに従事したが、昭和 22 年５月１日付けの転船命令を契機に下船

し退職した。 

Ｃ船に乗ってから降りるまでの期間はＨ業務従事者であったが、途中で職

を解かれたことは無く、当時の同僚のことも鮮明に覚えている。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｉ事業所の組織、その管理下にあったＣ船の役割の変遷、船長及

び甲板長であった者の氏名並びに業務内容等について具体的かつ詳細に陳述

しており、その内容は、申立期間当時、同船舶において申立人と同じＨ業務従

事者であった同僚の陳述内容と符合しているなど、申立人の陳述内容には不自

然な点は無く、信ぴょう性が高いと認められることから、申立人は申立期間に

おいてＩ事業所管理下のＣ船にＨ業務従事者として乗ってていたものと推認

される。 

ところで、Ｉ事業所管理下のＣ船に係る船員保険被保険者名簿を見ると、生

年月日の一部が異なるものの、基礎年金番号に未統合となっている申立人と氏



名及び職種が一致する二つの記録が確認でき、その一つは「昭和 20 年４月１

日に資格を取得し、21 年４月１日に標準報酬月額を改定しているものの、資

格喪失日の記載の無い記録」で、ほかの一つは「昭和 21年 10月７日に資格を

再取得し、22年４月 31日に資格を喪失したとの記録」であるが、これらの記

録は未統合のままとなっている。 

なお、申立人は、下船日について「転船命令を契機に、Ｃ船での任期満了日

である昭和 22年４月末日まで乗船した後に下船した。」旨を具体的に陳述して

いること及び、暦上「４月 31日」はあり得ない日であることから判断すると、

上記被保険者名簿の二つ目の記録にある「昭和 22年４月 31日資格喪失」との

記録は昭和 22年５月１日の記録誤りである可能性を否定できない。 

また、上記被保険者名簿の一つ目の記録には、申立人の資格喪失日に係る記

録が無いことから、当該被保険者名簿に記載されている 34 人全員の記録を精

査したところ、資格取得日及び資格喪失日の記録が確認できる者は８人にとど

まり、残りの 26 人は、申立人の場合と同様に、資格喪失日若しくは資格取得

日のいずれかの記録が確認できない状況にある。 

さらに、上記被保険者名簿において、申立人と同職種で同様に記録が二つに

分かれ、一つ目の記録に資格喪失日の記録が無く、二つ目の記録の資格再取得

日が申立人と同じ昭和21年10月７日となっている同僚３人の記録を調査した

ところ、このうち記録の確認できた２人は、船員保険被保険者台帳(旧台帳)

では、同日付け(昭和 21年 10月７日)で資格を喪失し、資格を再取得したとの

記録になっており、空白期間は生じていないなど、当時の社会保険事務所（当

時）における記録管理が適切であったとは考え難い。 

これらを含めて総合的に判断すると、上記二つの未統合の記録は、申立人の

Ｉ事業所における船員保険被保険者記録であると認められ、また、申立人は、

申立期間において、継続して船員保険被保険者であったと認められることから、

申立人のＩ事業所における資格取得日は昭和 20年４月１日、資格喪失日は 22

年５月１日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記の未統合となっている申立

人のＩ事業所における被保険者記録から、昭和 20年４月から 21年３月までは

60円、同年４月から 22年４月までは 180円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 6661（事案 4247の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記

録を昭和 50年３月１日に、資格喪失日に係る記録を 51年１月１日に訂正し、

申立期間に係る標準報酬月額を９万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月１日から 51年１月１日まで 

    私は、申立期間当時、Ｂ社に勤務していたが、記憶違いにより、年金記録

確認第三者委員会への当初の申立てにおいては、昭和 51 年３月からと申し

立てていたが、申立期間を１年間違っていた。また、当時、Ａ業務の仕事を

一緒にしていた同僚の名前を思い出したので、再調査をお願いしたい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

当初の申立期間について、当時の事業主の親族から、「給与計算及び社会保

険事務の手続一切を社労士事務所に任せていた。申立人については加入を検討

しようとした矢先に退社する意思を示したなど、何らかの事情から加入手続を

行っておらず、保険料も控除していなかったと思う。」との陳述があったほか、

申立期間の保険料控除をうかがわせる事情等は見当たらないことなどから、既

に当委員会の決定に基づき、平成 21年９月 18日付けで年金記録の訂正が必要

でないとする通知が行われている。 

しかしながら、今回の再申立てを受けて再調査したところ、申立期間におけ

る在職については、申立内容が具体的かつ詳細であり、その内容が同僚の陳述

及び関係機関の回答と符合していることなどから、申立人は申立期間において

Ｂ社に勤務していたものと認められる。 

また、Ａ業務従事者という申立人と同職種であった同僚７人には、いずれも

同社において厚生年金保険被保険者としての記録が確認できる上、申立人と同



じＡ業務の仕事をしていた同僚からは、「申立人とは同じＡ業務の仕事に従事

していた。申立人は私達と同じ待遇及び身分で、同じ業務を行い、同じ勤務時

間であり、給与は 20万円から 30万円程度であり、そこから保険料などが控除

されていたと記憶している。私達のＡ業務の仕事は早朝からの勤務なので、社

会保険は完備しており、私も加入しているのに、申立人に加入記録が無いのは

何かの間違いではないか。」との陳述があった上、ほかの複数の同僚からも同

趣旨の陳述が得られたほか、申立人が厚生年金保険への加入を辞退した等の特

段の事情はうかがわれない。 

さらに、申立人は、当時は子供を扶養していたので社会保険に加入できるこ

とを確認して入社し、入社当時の従業員数は約 30 人であったと陳述している

ところ、同社に係る被保険者名簿において、申立期間当時の被保険者数は 32

人であることが確認でき、当時、同社では、従業員のほぼすべての者を厚生年

金保険に加入させていたことがうかがわれる。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代で同職種の同僚

の記録から判断すると、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は既に破産により適用事業所ではなくなっており、事業主に確認することはで

きないものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出され

た場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も

提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

(当時)が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事

務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 50年３月から同年 12月までの厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 6662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）における資格喪

失日及び同社Ｄ営業所における資格取得日に係る記録を昭和40年７月 21日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

  厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

Ｂ社には、昭和 40 年４月１日に入社し、申立期間も継続して勤務していた

のは間違いないので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出された従業員台帳、雇用保険の記録並びに申立人及び元同僚の

陳述から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 40年７月 21日に

Ａ社本社から同社Ｄ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ営業所における

昭和 40 年８月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 6663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 22年１月１日から 23年１月１日までの期

間について、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日は 22 年１月

１日、資格喪失日は 23 年１月１日であると認められることから、申立人に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、600円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年 12月１日から 22年１月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社工場における資格喪失日に係る記録を

同年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 600円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 21年 12月１日から 22年１月１日まで 

② 昭和 22年１月１日から 23年１月１日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間も、Ａ社で継続して勤務していたことは間違い無いので、厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、Ｂ社が保管する人事記録により、申立人が申立期間

もＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、基礎年金番



号に未統合となっている申立人と氏名及び生年月日が一致する厚生年金保険

の被保険者記録が確認できる。 

一方、当該未統合記録においては、昭和 22 年１月１日に資格を取得し、同

年６月に標準報酬月額が改定された記載が確認できるものの、資格喪失日の記

載は無い。 

しかし、申立人は、Ａ社の関連会社であるＣ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 23 年１

月１日に同社において被保険者資格を取得していることが確認できるところ、

申立人と同様に、Ａ社に係る前述の被保険者名簿に資格喪失日の記載が無く、

かつ、Ｃ社が適用事業所となった日に被保険者資格を取得している者４人のオ

ンライン記録を見ると、いずれも同社で資格を取得するまで被保険者記録が継

続している（２人はＡ社で、残る２人は事業所名不明で継続）ことが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合記録は、申立人の厚生年金保険被

保険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 22 年

１月１日、資格喪失日は 23年１月１日であると認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、上記の未統合となっている申

立人のＡ社における被保険者記録から、600円とすることが妥当である。 

申立期間①については、Ｂ社が保管する人事記録から判断すると、申立人が

申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 22 年１月１日にＡ社工場から同社本

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社工場における被

保険者名簿の記録及び昭和 21年４月１日から 22年５月 31日までの期間に適

用された標準報酬月額の等級区分から、600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 6664 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 12 年１月１日から 13年 10月１日までの

期間については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標

準報酬月額の記録を 47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 12年１月１日から 15年 12月 21日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取ってい

た給与額よりも低く記録されていることが分かった。 

 申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 12年１月１日から 13年 10月１日までの期間につい

ては、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額は、当初、申立人が主

張するとおり 47万円と記録されていたところ、12年 10月 10日付けで、同年

１月１日にさかのぼって９万 8,000 円に引き下げられていることが確認でき

る。 

しかし、申立人が所持する平成 12 年１月から同年７月までの給与支払明細

書を見ると、訂正前の標準報酬月額である 47 万円に相当する額の給与が支給

され、これに基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、ほかの取締役３人についても、申立人と同

様に、さかのぼって標準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る不納欠損決議書、滞納処分票及び経過一覧表を見ると、

同社については、平成９年８月の保険料から滞納が始まっていること、及び同

社の代表者及び社会保険事務担当者は、社会保険事務所の職員と保険料の納付

について協議を重ねていたことが確認できる。 

加えて、申立人は、Ａ社の取締役であったことが商業登記簿から確認できる



ものの、同社の複数の元従業員は、「申立人の業務はＢ業務であり、社会保険

の手続等には関与していなかった。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 12年 10 月 10日付けで行われた遡及
そきゅう

訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について同年１月１日にさか

のぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は見当たらない。したが

って、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間のうち、同年１月から 13 年９月までの期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、47 万円に訂正することが

必要である。 

一方、申立期間のうち、平成 13年 10月１日から 15年 12月 21日までの期

間については、オンライン記録において、前述の遡及訂正処理を行った日以降

の最初の定時決定（平成 13年 10月１日）において、標準報酬月額が９万 8,000

円と決定されて以降、毎年同額で定時決定が行われており、前述のような遡及

訂正処理が行われた事実は確認できない。 

また、申立人は、「Ａ社は平成 12 年１月ごろから給与の遅配を重ねており、

これを 14年１月分から 15年 12月分までの支払いに限ると 600万円の未払い

がある。」旨を主張して訴訟を起こし、後に和解しているものの、その後Ａ社

は破産廃止決定がなされ、和解解決金は一部しか弁済されていないことから、

申立人は、当該期間について、標準報酬月額 47 万円に相当する賃金を支給さ

れていなかったものと推認できる。 

さらに、申立人は、平成 12 年８月分以降の給与支払明細書を所持していな

いことから、その主張する標準報酬月額（47 万円）に基づく厚生年金保険料

が事業主により給与から控除されていたことを確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成 13年 10月１日から 15年 12月 21日までの期間について、

申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 6665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39年５月 22日から同年６月１日までの期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年５月 22日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ①  昭和 39年５月 22日から同年６月１日まで 

              ②  昭和 40年４月 19日から同年６月１日まで 

    船員保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申立期

間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間①はＡ社所有のＢ船に、申立期間②はＣ社所有のＤ船に、それぞ

れ乗っていたことが船員手帳により確認できるので、申立期間について、船

員保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が所持する船員手帳の記録により、申立人が

Ａ社所有のＢ船に乗っていたことが確認できるものの、同社に係る船員保険被

保険者名簿を見ると、申立人の資格取得日は昭和 39年６月１日となっており、

当該期間の被保険者記録が無い。また、当該船員手帳の「失業保険金支給関係」

欄に記載されている資格取得日も同日である。 

しかし、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記

録の有る元船員のうち、各人が所持する船員手帳等により雇入日（乗船日）が

確認できる６人について当該名簿における被保険者記録を見ると、そのうちの

５人は雇入日と資格取得日が一致しており、残りの１人は雇入日より９日前に

資格を取得していることが確認できる。 

また、当該元船員のうちの一人及びＡ社で陸上勤務者であった一人は、「申

立期間当時、Ａ社では、船員を乗船と同時に船員保険に加入させていた。」と



陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

39 年６月の前述の被保険者名簿の記録から、３万 3,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は既に解散している上、事業主及び役員が既に死亡しているため、申立期間当

時の状況は不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

申立期間②については、申立人が所持する船員手帳の記録により、申立人が

Ｃ社所有のＤ船に乗っていたことが確認できる。 

しかし、当該船員手帳の「船員保険関係」欄を見ると、資格取得日が昭和

40 年６月１日と記載されており、Ｃ社に係る船員保険被保険者名簿及びオン

ライン記録と一致している。 

また、当該被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録が有る元船員

31 人に照会した結果、回答があり、かつ船員手帳により雇入日（乗船日）が

確認できる４人についてみると、全員が雇入日の半月から１か月半程度後に資

格取得していることが確認できる。 

さらに、Ｃ社の所在地はＦ市であったところ、同社の元陸上勤務者の１人は、

「申立期間当時、申立人の乗船地であるＥ市等、本社から離れた現地で採用し

た場合は、当時の通信事情により、船舶から会社への雇い入れた旨の報告が遅

れることがあり、乗船後すぐに船員保険に加入できないことがあった。」と陳

述しており、ほかの元陸上勤務者３人も、乗船後、２か月から３か月程度は船

員保険に未加入の船員がいたと陳述している。 

加えて、前述の元陸上勤務者は、船員保険に未加入の従業員の給与から船員

保険料を控除することはあり得ないと陳述している。 

また、Ｃ社は、平成９年に解散しており、当時の事業主等役員も既に死亡し

ているため、これらの者から申立人の申立期間に係る船員保険料の控除の状況

を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間②に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間②に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6666 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成８年４月１日から９年９月１日までの期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を 28万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が平成８年４月から９年８月までの上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ

る。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成９年９月１日から 12年 12月 20日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を 28万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、平成９年９月から 12年 11月までの上記訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年４月１日から９年９月１日まで 

             ② 平成９年９月１日から 12年 12月 20日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間①及び②における毎月の給与の手取り額は

25 万円から 28 万円であった。社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間①及び②の標準報酬月額が、実際の給与より低い金額に記録されて

いることに納得がいかないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社（事業所整理記号Ｃ。現在は、Ｂ社）において

申立人と同職種である同僚の申立期間に係る給与明細書における厚生年金保

険料控除額及び申立人から提出された給与振込口座の記録から、申立人は、申



立期間において、その主張する標準報酬月額（28 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間②については、雇用保険の申立期間に係る賃金日額の記録、申立人

から提出された給与振込口座の記録及びＡ社（事業所整理記号Ｄ）において申

立人と同職種であった同僚が所持する申立期間当時の給与明細書における厚

生年金保険料控除額から、申立人は、申立期間において、その主張する標準報

酬月額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、同僚が所持する平成９年９月から 12年 11月までの給

与明細書等において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保

険事務所で記録されている標準報酬月額が申立期間の全期間にわたり一致し

ていないことから、当該期間について、事業主は、給与明細書において確認で

きる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 6667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ部門Ｄ工場に

おける資格取得日に係る記録を昭和 20年 10月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 100円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 20年 10月１日から 21年４月１日まで 

私は、昭和 15年にＡ社に入社し、52年に退職するまで継続して同社に勤

務していた。年金受給の申請時に 20 年 10 月１日から 21 年４月１日までの

厚生年金保険の加入記録が無いことを知った。納得がいかないので、申立期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している退職者台帳及び申立人の陳述から、申立人が申立期間も

Ａ社に継続して勤務し（昭和 20年 10月１日にＥ社Ｆ工場からＡ社Ｃ部門Ｄ工

場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ部門Ｄ工場にお

ける昭和 21 年４月の社会保険事務所（当時）の記録及び 19 年６月１日から

21 年３月 31 日までの期間に適用された標準報酬月額の等級区分から、100 円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 6668 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 28年９月 17日に訂正し、また、同社本店におけ

る資格取得日に係る記録を同日に、資格喪失日に係る記録を 30 年４月４日に

訂正し、28年９月から 30年３月までの標準報酬月額を 8,000円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月 10日から 30年４月４日まで 

私は、昭和 27 年にＡ社に入社して以来、退職するまで同社に継続して勤

務していた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間が未加入とさ

れていることに納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社の人事記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ

社に継続して勤務し（昭和 28 年９月 17 日にＡ社Ｃ支店から同社本店に異動、

30 年４月４日に同社本店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 28年８月及び 30年４月の社会保険事務所（当時）の記録並びに同社の人事

記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得

届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者

資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会

保険事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 28年９月から 30年３月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 6669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 13年 11月は 36万

円、同年 12月から 15年３月までの期間は 26万円、同年４月から同年 10月ま

での期間は 32万円、同年 11月から 16年４月までの期間は 26万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年 11月１日から 16年５月２日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に支払われた給与

額より低く届出されていることが分かった。申立期間は、約 38 万円の支給

があったので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

申立人は、Ａ社を退職後、雇用保険の基本手当を受給しており、その際に発

行された雇用保険受給資格者証の賃金日額から換算すると、申立人の同社退職

前過去６か月（平成15年11月から16年４月までの間）の毎月の給与支給額は約

31万円であることが推認できる。 

一方、Ａ社のオンライン記録から、平成13年11月１日付け（処理日は平成13

年12月21日）の随時改定により、申立人の標準報酬月額が36万円から18万円に



減額され、14年10月１日付け（処理日は平成14年９月24日）の定時決定、15

年９月１日付け（処理日は平成15年８月21日）の随時改定時にもそれぞれ１万

円ずつ標準報酬月額が減額されていることが確認できる。 

このことに関し、Ａ社の元経営者は、当時の資料を保管しておらず、従業員

の保険料控除については不明であるとしながらも、当時は経営が苦しく、厚生

年金保険料が支払えないので、従業員について実際の給料より低い報酬月額を

届け出たという話を経理担当者から聞いた記憶があると陳述している。 

また、平成13年11月の随時改定により標準報酬月額が44万円から20万円、14

年10月の定時決定及び15年９月の随時改定時にそれぞれ１万円ずつ標準報酬

月額が減額されている同僚から提出された給与明細書の厚生年金保険料の控

除額は、13年12月から15年３月までは、標準報酬月額28万円、同年４月から同

年10月までは、標準報酬月額36万円、同年11月から16年４月までは、標準報酬

月額28万円に相当する保険料が控除されていることが確認できる。さらに、ほ

かの同僚の給与明細から、上述の同僚と同様にオンライン記録の標準報酬月額

に相当する保険料よりも高額の保険料が控除されていることが確認できる。こ

れらの同僚等の給与明細書の保険料控除額については、給与明細書の総支給額

に相当する標準報酬月額から５等級下がった標準報酬月額に相当する保険料

額であることが確認できる。 

これらのことから、申立てに係る厚生年金保険料が事業主により申立人の給

与から控除されていたかについては、これを確認できる資料は無いが、申立人

についても上述の同僚と同じように、オンライン記録の標準報酬月額に基づく

保険料よりも高い保険料が控除されていたと考えられ、その控除額の算出方法

についても同様に行われていたと認めるのが相当である。 

以上のことから総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

については、同僚等の給与明細書の総支給額と申立人の雇用保険受給資格者証

の賃金日額に基づき算出した総支給額等に相当する標準報酬月額から５等級

下がった標準報酬月額として、平成13年11月は36万円、同年12月から15年３月

までの期間は26万円、同年４月から同年９月までの期間は32万円、同年11月か

ら16年４月までの期間は26万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、同僚

の給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報

酬月額とで記録されている標準報酬月額が、平成 13 年 11 月から 16 年４月ま

での申立人の申立期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、

申立人についても、社会保険事務所の記録どおりの報酬月額を届け、その結果、

社会保険事務所は、上述のとおり認定した申立人に係る標準報酬月額に見合う

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 6670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 31 年 11 月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月 26日から 32年５月１日まで 

   夫の厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所(当時)に照会した

ところ、Ｆ社（現在は、Ｅ社）Ｄ支店からグループ会社のＡ社Ｂ支店に異動

した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。私は、昭

和 31年４月１日にＦ社Ｄ支店に入社し、平成５年８月１日に退職するまで、

グループ会社間での異動はあったものの、継続して勤務していたことは間違

いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

  （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

総務担当役員及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人が申立期間にお

いてＦ社のグループ会社であるＡ社に継続して勤務し（昭和 31年 11月 26日

にＦ社Ｄ支店からＡ社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 32 年５月の社会保険事務所の記録から、１万 2,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、Ａ社Ｂ支店は昭和 38 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっており、商業登記簿も見当たらないため当時の役員を特定することが

できないことから不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 6671 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 20年５月 12日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが認められるこ

とから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月 12日から 21年４月１日まで 

夫は、Ａ社Ｅ支店に在職中に軍の徴用によりＤ市の軍施設においてＨ業務

従事者として勤務し、終戦とともにＡ社Ｃ支店に復職し、昭和 22年３月 24

日まで勤務していたのに、20 年５月 12 日から 21 年４月１日までの期間が

厚生年金保険の被保険者期間とされていないのは納得できない。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立人が申立期間も継続してＡ社に在籍していたと申し立て

ているところ、オンライン記録によると、申立人のＡ社Ｅ支店における資格喪

失日は昭和 20 年５月 12 日、同社Ｃ支店における資格再取得日は 21 年４月１

日と記録され、申立期間が空白期間となっている。 

しかしながら、Ｂ社提出のＡ社Ｅ支店の昭和 18年６月 15日現在及び同社Ｃ

支店の 21 年１月１日現在の各職員名簿には、いずれも申立人の名前が確認で

きる上、厚生労働省発行の軍歴等証明書によると、申立人は 17 年 12 月 19 日

から 20年８月 31日までは国民徴用令に基づきＩ業務従事者として、Ｄ市の軍

施設に徴用されていたことが確認できることについて、同社では「申立人に限

らず軍に徴用（召集）されている期間は厚生年金保険被保険者資格を喪失させ

ていないはずであり、また、これら職員名簿の記録からみて、申立人は申立期

間も継続して在籍していたものと考えられる。」旨を回答している。 



そこで、Ａ社Ｅ支店及び同社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿等から、申立期間中に被保険者記録のある 84 人を抽出調査したところ、こ

のうち18人には、申立人と同じように徴集又は召集された期間があるところ、

これら全員に当該徴集（召集）期間中も同社において厚生年金保険の被保険者

期間があり、申立人のように空白期間が生じている者は見当たらない。 

一方、Ａ社Ｅ支店及び同社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

を見ると、厚生年金保険の記号番号欄に＊の記号があるが、これについて日本

年金機構Ｆブロック本部Ｇ事務センターでは、当該記号は戦災により被保険者

名簿が焼失したため、事業所への聞き取り調査等により復元したことを示す記

号で、これら両支店に係る現存する被保険者名簿は、昭和 20年 11 月に管轄社

会保険事務所（当時）によって復元されたものである旨を回答している。 

このうち、Ａ社Ｃ支店に係る復元された申立人の記録を見ると、資格取得日

欄は空欄のままで、昭和 21 年４月１日に標準報酬月額が改定された記録から

始まっているところ、日本年金機構Ｆブロック本部Ｇ事務センターでは「昭和

21年４月１日付けの標準報酬月額改定の記録がある以上、少なくともそれ以前

からＡ社Ｃ支店において被保険者資格があったと考えられる。」旨回答してお

り、何らかの事情により申立人の記録の復元において同社Ｃ支店における資格

取得日の復元が行われなかったものと考えられる。 

また、Ａ社Ｅ支店に係る復元された申立人の記録をみると、申立人は昭和

20年５月 12日付けで資格を喪失と記録されているところ、同社Ｅ支店におけ

る当時の複数の同僚は、いずれも「Ａ社Ｅ支店は昭和 20 年３月に全焼したの

で、全員が近くの同社Ｃ支店に移った。」と陳述していることから判断すると、

この実態を踏まえ、申立人については、同年５月 12 日付けで同社Ｅ支店にお

いて資格を喪失し、同日付けで同社Ｃ支店において資格を取得させる手続を行

ったものと考えられるところ、これら両支店に係る当時の被保険者名簿は戦災

により焼失しているため確認できない。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いことの

原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏れ、

被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模な焼失

等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復元をなし

えない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を

行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる不利益を負担

させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件をみるに、申立人が申立期間中も継続して在籍した事実

及び被保険者として取り扱われていた事実が推認できること、申立てに係る厚

生年金保険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が高いと

認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事

情を総合して考慮すると、事業主は、申立人がＡ社Ｃ支店において昭和 20 年



５月 12 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務

所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を

改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円とす

ることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、被保

険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当の欠落が

見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の事情を考慮の

上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定できない案件

に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべきであるが、

現時点ではこれが十分になされているとは言えない。 



大阪厚生年金 事案 6672 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 28万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月１日から 58年 10月１日まで 

   社会保険事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間のうち、昭和

56年 10月１日から 58年 10月１日までの期間の標準報酬月額が実際の標準

報酬月額より低く記録されているので、申立期間に係る標準報酬月額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する社会保険事務所の受付印が押された昭和56年及び57年の標

準報酬月額の定時決定に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬決定通知書

から、同社は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を 28 万円と届け出てい

ることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同社が加入するＢ

健康保険組合が保管する被保険者名簿において、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、いずれも 28万円と記載されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、申立期間当時、社会保険事務所及び健康保険組合への各種

の届出は、複写式の届出様式により行っていたとしている上、同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿及びＢ健康保険組合が保管する被保険者名簿

に記載された申立人の申立期間に係る標準報酬月額が訂正された形跡は無い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を 28 万円とする旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認めら

れることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を 28 万円に訂正するこ

とが必要である。



大阪厚生年金 事案 6673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 15 年８月 25 日、16 年８月 25 日、同年 12 月 25 日及び 17

年 12 月 25 日に支給された賞与において、35 万 8,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 35 万 8,000 円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 25日 

② 平成 16年８月 25日 

③ 平成 16年 12月 25日 

④ 平成 17年 12月 25日 

  厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、現

在勤務しているＡ社において、申立期間の標準賞与額に係る記録が無いとの

回答を受けた。いずれの申立期間も賞与が支給され、厚生年金保険料を控除

されていたので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に係る賞与から、

いずれも 35 万 8,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めているこ

とから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 15年８月 25日、16年８月 25

日、同年 12月 25日及び 17年 12月 25日の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 6674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年２月１日から同年８月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社Ｅ支社における資格喪失日に係る記録を同年８月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年 12月１日から 23年６月１日まで 

             ② 昭和 23年６月１日から 24年９月１日まで 

             ③ 昭和 34年２月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 22年 10 月 20日から 52年２月 28日までＡ社及び同社関連会

社に正社員として継続して勤務していた。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、私がＢ社に勤務した期間（申

立期間①）、Ｃ社に勤務した期間の一部（申立期間②）及びＤ社に勤務した

期間の一部（申立期間③）が、厚生年金保険の未加入期間とされているので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、雇用保険加入記録、申立人提出の「辞令」及び「経歴

書」、並びにＡ社Ｅ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前が確

認でき、同社Ｇ部門に所属していたとする同僚の陳述等から判断すると、申立

人が、Ａ社及び同社関連会社に継続して勤務し（昭和 34 年２月１日にＡ社Ｅ

支社からＤ社に出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、社会保険事務所の記録では、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 34 年８月１日であることから、同事業所が適用事業所となるま

での期間は、引き続き給与が支払われていたＡ社Ｅ支社で厚生年金保険が適用



されるべきであったと考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｅ支社における昭

和 34 年１月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

申立期間①及び②について、雇用保険加入記録及び申立人提出の「辞令」か

ら、申立人は、申立期間①においてＢ社に勤務していたこと及び申立期間②に

おいてＣ社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｂ社は、社会保険事務所に適用事業所としての記録が確認できない

上、Ｃ社は、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から昭和 24

年９月１日に適用事業所となっていることが確認でき、申立期間①及び②にお

いて、Ｂ社及びＣ社は適用事業所とはなっていない。 

また、申立人が、昭和 22年 10月に一緒にＡ社に入社した同僚は、23年 12

月１日にＦ社において同社入社後初めての厚生年金保険被保険者資格を取得

していることが、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオン

ライン記録等から確認できる上、申立人が名前をあげた別の同僚は、「私は、

申立人の入社前から既にＡ社Ｅ支社に勤務していた。」旨陳述しているところ、

当該同僚のＡ社Ｅ支社での厚生年金保険被保険者資格の取得日は同年６月１

日であることが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認でき、

申立期間当時のＡ社では、入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかった

ことがうかがえる。 

さらに、Ａ社は、「会社更生法適用前のＡ社に係る申立期間当時の資料等は

残存せず、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除の状況等は

不明である。」旨回答している上、申立人が申立期間①及び②当時の上司とし

て名前をあげた同僚二人は、いずれも所在不明のため、当該期間における申立

人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認することがで

きない。 

なお、Ａ社Ｅ支社の前身であり、申立期間当時にＦ地区を統括していたＡ社

Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも、申立期間①及び②にお

いて、申立人の氏名は見当たらない上、同名簿には、当該期間における健康保

険の整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与



から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い上、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を

行ったが、申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



大阪厚生年金  事案 6675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 15 年６月１日、資

格喪失日が 16年 12月１日とされ、当該期間のうち、同年 11月 30日から同年

12月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年金額の

計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日に係

る記録を同年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

         
  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 16年 11月 30日から同年 12月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期

間の加入記録が無い。申立期間は、同社から関連会社であるＢ社へ異動した

時期であり、継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険料も控除されていた。 

    会社が、社会保険事務所に対し誤った届出を行ったことを認めているので、

被保険者記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期間も同社で

継続して勤務し（平成 16 年 12 月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 16

年 10月のオンライン記録から、38万円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立人



の資格喪失に係る届出を誤ったとして訂正の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る平成 16年 11月の厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。



大阪厚生年金  事案 6676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、Ａ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 14 年 12月１日、

資格喪失日が 16年 12月１日とされ、当該期間のうち、同年 11月 30日から同

年 12月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人

は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日に

係る記録を同年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

         
  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 16年 11月 30日から同年 12月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期

間の加入記録が無い。申立期間は、同社から関連会社であるＢ社へ異動した

時期であり、継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険料も控除されていた。 

    会社が、社会保険事務所に対し誤った届出を行ったことを認めているので、

被保険者記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期間も同社で

継続して勤務し（平成 16 年 12 月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 16

年 10月のオンライン記録から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立人

の資格喪失に係る届出を誤ったとして訂正の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る平成 16年 11月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、



申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



大阪厚生年金  事案 6677 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、Ａ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成３年 11 月１日、

資格喪失日が 14年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月 31日から同年

６月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の

計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日に係

る記録を同年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 34 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

         
  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 14年５月 31日から同年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期

間の加入記録が無い。申立期間は、同社から関連会社であるＢ社へ異動した

時期であり、継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険料も控除されていた。 

    会社が、社会保険事務所に対し誤った届出を行ったことを認めているので、

被保険者記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期間も同社で

継続して勤務し（平成 14年６月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 14

年４月のオンライン記録から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立人

の資格喪失に係る届出を誤ったとして訂正の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る平成 14 年５月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、



申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



大阪厚生年金  事案 6678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、Ａ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成９年２月１日、資

格喪失日が 14年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月 31日から同年６

月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日に係

る記録を同年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

         
  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 14年５月 31日から同年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期

間の加入記録が無い。申立期間は、同社から関連会社であるＢ社へ異動した

時期であり、継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険料も控除されていた。 

    会社が、社会保険事務所に対し誤った届出を行ったことを認めているので、

被保険者記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期間も同社で

継続して勤務し（平成 14年６月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 14

年４月のオンライン記録から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立人

の資格喪失に係る届出を誤ったとして訂正の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る平成 14 年５月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、



申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



大阪国民年金 事案 4380 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41年５月から 42年３月までの期間、同年８月から 43年３月

までの期間及び 47 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年５月から 42年３月まで 

             ② 昭和 42年８月から 43年３月まで 

③ 昭和 47年１月から同年３月まで 

私は、昭和 42年ごろにＡ県Ｂ市から実家のあるＣ県Ｄ市に引っ越してき

たが、そのとき父が国民年金の加入手続をしてくれ、私が現在所持している

国民年金手帳の発行日（昭和 41年５月 20日）以降の国民年金保険料も父が

集金人に納付してくれていたように覚えている。 

その後、昭和 45 年ごろにＥ市Ｆ区に引っ越したが、そのときは 10 歳年

上の姉が、私が自宅を留守にしている間に、代わりに集金人に保険料を納付

してくれていた。 

しかし、私の納付記録を見ると、申立期間①、②及び③について納付記

録が確認できなかった。 

申立期間①及び②については父が、③については姉が、保険料をずっと

集金人にきちんと納付してくれていたと信じているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 42 年ごろに父がＤ市で国民年金の加

入手続を行い、昭和 41 年５月以降の国民年金保険料も父が集金人に納付して

いたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 41 年５月ごろにＡ県Ｂ市で払い出されていることが国民年金手

帳記号番号払出簿から確認できる上、また、申立人の所持する国民年金手帳を

見ると、同年５月 20 日にＡ県Ｂ市で発行されたことが確認できることから、



申立内容と符合しない。 

さらに、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 41 年度印紙検認記録欄を見

ると、検認の押印が無く、印紙検認台紙が切り離されていることから未納とし

て処理されていることが確認できる上、オンライン記録と符合する。 

申立期間②について、申立人は、父が納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 42 年度印紙検認記録欄を見

ると、申立期間について検認の押印が無く、印紙検認台紙が切り離されている

ことから、未納として処理されていることが確認できる上、Ｅ市Ｆ区の国民年

金被保険者名簿を見ると、申立期間②は未納の記録となっており、オンライン

記録と符合する。 

また、申立期間②直後の昭和 43年４月から 45年３月までの保険料について

は、免除申請が認められていることから、当時、保険料を納付することが困難

である何らかの事情があったものと推認される。 

さらに、申立期間①及び②の保険料を納付していたとする申立人の父は、既

に死亡していることから、当時の納付状況を確認できない。 

申立期間③について、申立人は、姉がＥ市Ｆ区で保険料納付していたと申し

立てている。 

しかし、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、申立期間について、検認

の押印が無く、印紙検認記録欄が切り離されていることから未納として処理さ

れていることが確認できる上、また、申立人に係るＥ市Ｆ区の国民年金被保険

者名簿を見ると、申立期間は未納と記録とされており、オンライン記録と符合

する。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の姉は高齢のため、

当時の納付状況を記憶していないとしている。 

このほか、申立人の父又は姉が申立期間①、②及び③の保険料を納付してい

たことを示す関連資料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 4381 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年 11月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月から 44年３月まで 

    私は、会社を退職した昭和 40 年ごろに、Ａ市Ｂ区の集金人を通じて国民

年金の加入手続をしたと思う。 

国民年金加入後、すぐに国民年金手帳をもらわなかったが、私がおおむね

３か月ごとに実家に来る集金人に納付書により保険料を納付し、領収書をも

らっていた。 

その後、集金人から国民年金手帳を受け取ったが、その際、領収書をすべ

て持ち帰えられた。昭和 44 年度からは、納付時に同手帳に検認印を押して

もらうようになった。 

申立期間の保険料は、納付していると思うので、もう一度よく調べてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年ごろに、Ａ市Ｂ区の集金人を通じて国民年金の加入手

続を行い、厚生年金保険被保険者資格を喪失した同年 11 月以降の国民年金保

険料を納付書により、44 年４月以降の保険料を国民年金手帳に検認印を押し

てもらう形で集金人に納付していたと申し立てている。 

しかし、Ａ市Ｂ区では、昭和 40 年当時、印紙検認方式による国民年金保険

料の徴収を行っており、被保険者に対し納付書及び領収書を発行することはな

かったと説明しており、申立人の内容と符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44 年４月

ごろにＡ市Ｂ区で夫婦連番で払い出されていることが国民年金手帳記号番号

払出簿から確認でき、このことは、申立人が所持する国民年金手帳の発行日が

同年 10月 31日であることと符合する。 



さらに、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、40

年 11月から 42年３月までの国民年金保険料は、時効により制度上納付するこ

とができず、同年４月から 44 年３月までの保険料は過年度納付が可能である

が、過年度納付を取り扱わない集金人に保険料を納付することができない上、

申立人自身も過去の未納保険料をまとめてさかのぼって納付したことはない

と陳述している。 

加えて、申立人と連番で国民年金手帳記号番号が払い出されている夫の納付

記録を見ると、申立期間について未納の記録となっていることが確認できる。 

また、申立人に別の手帳記号番号が払い出しされた可能性についてＣ社会保

険事務所（当時）において国民年金手帳記号番号払出簿の内容を調査、確認し、

旧姓を含む各種の氏名検索を行ったが見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4382（事案 1547の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 42年３月まで  

    昭和 38 年３月にＡ市に転居後、私が、自治会を通じて国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料も、私が集金人に納付した。それなのに、申立期

間の保険料が未納と記録されており、納得できないとして年金記録確認第三

者委員会に記録の訂正を申し立てたが、認められない旨の通知を受けた。 

    しかし、子供が生まれた昭和 38 年＊月当時、Ａ市では国民年金と国民健

康保険は制度上強制的に同時加入することになっていたので、夫が市役所に

行き、夫婦二人の両制度の同時加入を行い、また、保険料も制度上合算して

納付することになっていたので、夫が国民年金と国民健康保険の保険料を合

算して納付していたと思うので、申立期間の国民年金保険料が未納とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 42 年に払い出されており、この手帳記号番号では、申立期間の国民年金保

険料は申立てのようには現年度納付できない上、39年 12月以前の保険料につ

いては制度上過年度納付することもできないこと、ⅱ）申立人は、自治会を通

じて加入手続を行ったとしているところ、Ａ市では、同手続は自治会を通じて

行うことはないとしていること、ⅲ）申立人の夫も未納の記録となっているこ

となどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21年１月 23日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、昭和 38 年３月当時のＡ市では、国民年金と国民健康保険

は制度上強制的に同時加入させる取扱いになっていたので、夫が夫婦二人分の

国民年金及び国民健康保険の加入手続を同時に行い、同年４月以降の国民年金



保険料を合算して納付していたと申し立てている。 

しかし、Ａ市は、「昭和 38年当時も現在も、国民年金及び国民健康保険はそ

れぞれ別に加入手続を行うことが必要であり、保険料の徴収もそれぞれ別に行

っていた。」と説明しており、申立内容と符合しない。したがって、申立人の

主張は当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほ

かに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

 



大阪国民年金 事案 4383 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年 11 月から 57年３月までの国民年金保険料（付加保険料

を含む）については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 11月から 57年３月まで 

私は、昭和53年９月ごろに会社を退職し、しばらく経った同年11月ごろ、

将来のことを考え、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行い、同時に付加年金

にも加入した。 

加入後、私が、市から送付されてくる納付書を金融機関の窓口へ持参し、

夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた。 

申立期間について、妻が納付済みであるにもかかわらず、私だけ未納とさ

れていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53年 11月ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、同

年 11 月以降の夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 57 年４

月ごろにＡ市で払出しを受けていることが国民年金手帳記号番号払出簿から

確認できる。 

また、申立人は昭和 53 年 10 月にＢ市からＡ市Ｃ町に転入し、55 年９月に

同市Ｄ町に住所変更していることが住民票から確認できるところ、申立人が所

持している年金手帳を見ると、同市Ｄ町の住所のみが記載されており、申立人

が加入手続を行ったと説明する時期の住所地の記載が無いことを確認できる。 

さらに、申立人の所持している年金手帳を見ると、付加年金の資格日が、昭

和 57年３月１日であることが確認できる。 

以上のことから、申立人は昭和 57年３月ごろにＡ市で国民年金の加入手続

を行ったと考えるのが自然であり、53 年 11 月ごろに加入手続を行ったとす

る申立内容と符合しない。 



加えて、国民年金の加入時点において、申立期間のうち、昭和 53 年 11 月

から 54 年 12 月までの国民年金保険料は時効により制度上納付することがで

きず、55 年１月から 56 年３月までの定額保険料は過年度納付が可能である

が、Ａ市から納付書が送付されることはないため、申立内容と符合しない。 

また、申立人の所持する年金手帳を見ると、付加年金の資格取得日として

昭和 57年３月１日と記載されていることが確認できるが、制度上、付加保険

料はさかのぼって納付することができないため、申立期間の定額保険料と併

せて納付したとする申立内容とも符合しない。 

さらに、申立人に係る氏名別読み検索及び申立期間当時に申立人が居住し

ていたＡ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年金手帳記号

番号払出簿の内容の調査、確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料（付加保険料を含む）を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年１月から 39年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 39年８月まで 

昭和 38年１月に会社を退職して国民年金の加入手続を行い、国民年金手

帳をもらい保険料を納付していた。また、同年７月から 39 年８月までは、

会社に勤めていたが、当時は、厚生年金保険に加入していることを知らな

かったので国民年金の保険料は納付していた。 

昭和 39 年 10 月の結婚後、Ａ市からＢ市に転居して、国民年金手帳の住

所変更手続を行ったが、提出した古い手帳が返されず、新しく資格取得日

が同年９月 11日の手帳が返ってきた。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年１月に会社を退職した後、国民年金に加入して保険料

を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金資格に関する記録を見ると、特殊台帳及びＡ市の

国民年金被保険名簿から、昭和 39年９月 11日に国民年金に強制加入している

ことが確認できる上、申立人が所持する国民年金手帳も、同年９月 11 日付け

強制加入となっている。この場合、申立期間は国民年金未加入期間であり保険

料を納付することはできない。 

また、申立人は、Ｂ市に転居し、住所変更手続を行った際、国民年金の資格

取得日を昭和 39年９月 11日に変更され、その際に提出した古い年金手帳を返

してもらえなかったと申し立てているところ、申立人が国民年金の加入手続を

行ったＡ市の被保険者名簿には、資格取得日が同年９月 11 日と記録されてい

る上、申立人は、旧姓及び旧住所（Ａ市）で昭和 39年 10月５日に発行された

この国民年金手帳を所持していることから、申立てと符合しない。 



さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読み

方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号

払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、ほかに申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年 1月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 46年３月まで 

    私は、国民年金の加入時期等の詳細は分からないが、昭和 44 年ごろ、母

が家庭の事情から伯母に国民年金の加入手続をしてもらい、保険料も伯母が

納付していたと記憶している。私は、国民年金手帳に印紙がまとめて貼
は

って

あったことを覚えており、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年ごろに伯母に国民年金の加入手続をしてもらい、伯母

が保険料も納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期についてみると、申立人の国民年

金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 46 年３月

ごろに加入手続が行われたものと推定できる。この場合、44 年１月ごろに加

入手続が行われたとする申立人の陳述と符合しない。 

また、申立人は国民年金手帳に印紙がまとめて貼
は

ってあったと申し立ててい

るところ、申立期間のうち、昭和 45年４月から 46年３月までの保険料は現年

度納付が可能であり、本来印紙が貼付
ちょうふ

されるべきところ、申立人が所持する国

民年金手帳の昭和 45 年度の国民年金印紙検認記録欄には検認印が無く、国民

年金印紙検認台紙に印紙の貼付が無いことから、当該期間の保険料が納付され

たものとは考え難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 45 年３月以前の保険料については、過年度

納付が可能であるが、申立人は保険料の納付に直接関与しておらず、保険料を

納付していたとする申立人の伯母は既に死亡していることから、当時の具体的

な状況は不明である。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、氏名検索



を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を調

査したがその形跡は見当たらず、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4386 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 12月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 49年３月まで 

    私は、自営していた夫と結婚し、当時勤務していた会社を退職した昭和

41年 12月ごろ、義母に国民年金の加入手続をしてもらい、義母がＡ市役所

Ｂ支所で夫の保険料と一緒に夫婦二人分を納付していた。 

昭和 49 年ごろ、Ａ市役所から新しい国民年金手帳が届き、私自身で保険

料を納付するようになり、その際、義母からくすんだ色をした国民年金手帳

を受け取ったが、引っ越しなどをした際、無くしてしまった。 

    保険料を納付していた義母は亡くなり、保険料の納付状況は分からないが、

義母が私の保険料を納付していたと思うので、申立期間が未納とされている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41年 12月ごろ、義母に国民年金の加入手続をしてもらい、

国民年金保険料を義母が納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、Ａ市の国民年金被保険

者名簿の資格取得の原因日から、昭和 49年７月 10日に加入手続を行ったもの

と推定でき、41年 12月ごろに加入手続を行ったとする申立人の陳述と符合し

ない。 

また、加入手続時点では、申立期間のうち、昭和 41 年 12 月から 46 年 12

月までの保険料は時効により制度上納付することができない上、47 年１月か

ら 49 年３月までの保険料は、過年度保険料としてさかのぼって納付すること

が可能であるが、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、納付

を行っていたとする義母は既に亡くなっており、申立人の夫の記憶も定かでな

いため、当時の具体的な納付状況は不明である。 



さらに、申立期間は７年４か月（88 か月）に及び、これほどの長期間、行

政側が継続的に事務処理を誤るとは考え難い。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、氏名検索

を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を調

査したがその形跡は見当たらず、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年４月から 54年９月までの国民年金保険料及び 56年４月

から 60 年３月までの付加保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から 54年９月まで 

           ② 昭和 56年４月から 60年３月まで 

私は、昭和 48 年２月に結婚し、同年４月ごろに国民年金に加入し、申立

期間①についてはＡ市役所で定期的に保険料を納付した。また、申立期間

②については、付加年金に加入し納付していた。 

しかし、申立期間①については未加入、申立期間②については付加保険料

が未納の記録とされており納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 48 年４月ごろに国民年金に加入し、

Ａ市役所で定期的に保険料を納付していたと主張しているが、国民年金手帳記

号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、54 年７月に払い

出されていることが確認できる上、申立人に係る特殊台帳及びＡ市の被保険者

名簿によると、同年 10月 22日に任意加入により被保険者資格を取得した旨記

載されていることが確認できることから、この時点で加入手続が行われたもの

と推認される。この場合、任意加入の被保険者である申立人は、制度上、加入

日前にさかのぼって申立期間①の保険料を納付することはできない。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オン

ライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほ

か、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年金手帳

記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して、上記とは別の手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

次に、申立期間②について、申立人は、付加保険料を併せて納付していたと



主張しているが、付加年金に加入した場合は、定額保険料と付加保険料とを合

計した金額の納付書が作成されるところ、申立人が所持する昭和 56 年７月か

ら同年９月までの期間及び 57 年４月から同年６月までの期間の領収証書によ

ると、定額保険料額のみが記載されていることが確認でき、申立期間②の当時

に居住していたＢ市では、申立人を付加年金の加入者として取り扱っていなか

ったと考えるのが自然である。 

また、申立人に係る特殊台帳によると、昭和 57 年１月から同年３月までの

期間及び 58 年１月から同年３月までの期間の保険料は過年度納付されている

ことが確認できる。付加保険料については、制度上、過年度納付できないこと

から、当該期間について付加保険料が納付されたとは考え難い。 

さらに、申立期間①及び②は合計 128か月間と長期間であり、これほどの期

間にわたり事務処理の誤りが継続するとは考え難い上、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、

ほかに当該期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間①の国民年金

保険料及び申立期間②の付加保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

 



大阪国民年金 事案 4388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年９月から 43年６月までの期間及び 44年６月から 51年１

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 43年６月まで 

           ② 昭和 44年６月から 51年１月まで 

私は、厳格な養父の勧めで国民年金に加入した。加入手続は養父が行って

くれたと思う。保険料は養母が区役所又は金融機関か分からないが納めに行

ってくれていた。 

養母はとてもきちょうめんだったので、納めていないことは考えられず、

申立期間①及び②が未加入期間とされていることは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るオンライン記録によると、申立人が加入手続を行った時点は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が払い出されている第３号被保

険者の手続日から、昭和 61 年９月ごろと推認され、この時点では、申立期間

①及び②は未加入期間であり、保険料を納付することができない。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オン

ライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほ

か、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年金手帳

記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して、上記とは別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、その養母が区役所又は金融機関へ保険料を納めに行って

くれていたと主張しているが、Ａ市によると、申立人が居住していた同市Ｂ区

では国民年金制度発足当初から昭和 48 年３月まで、主に市の集金人により保

険料を収納していたとしており、申立内容と一致しない。 

加えて、申立期間①及び②は合計 90 か月間と長期間であり、これほどの期



間にわたり事務処理の誤りが継続するとは考え難い上、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、

ほかに当該期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4389 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年３月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年３月から 43年３月まで 

    私は、昭和 39 年３月に結婚した。結婚後は、前夫の母親が、私、前夫及

びその母親の３人分の保険料を町内会の集金人に納めていた。 

記録を調べてもらうと、申立期間について、前夫及びその母親は納付済み

であるのに、私だけ未納とされており納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 43 年５月に払い出されていることが確認できることから、このころにＡ

市において加入手続が行われたものと推認され、この時点では、申立期間の一

部は時効により、当該手帳記号番号では、保険料を納付できない期間となる。 

また、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、前夫の母親が、申立

人、申立人の前夫及びその母親の３人分の保険料を町内会の集金人に納付して

いたとしているが、Ａ市によると、集金人及び納付組合は過年度保険料を収納

していなかったとしており、申立期間の保険料がさかのぼって納付されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オ

ンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行い、

当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年金手帳記号

番号払出簿の内容をすべて確認したところ、申立人に対して、昭和 36 年２月

に上記とは別の手帳記号番号が払い出されていたことが確認できることから、

このころにＢ市においても加入手続が行われたものと推認されるが、オンライ

ン記録によると、当該手帳記号番号に係る納付記録は確認できない上、Ａ市の

被保険者名簿は 43 年５月に払い出された手帳記号番号により作成されている



ことが確認でき、36 年２月に払い出された手帳記号番号によりＡ市で国民年

金の手続が行われたとは考え難いことから、申立期間について、同手帳記号番

号により保険料が納付されたと考えるのは不自然である。 

加えて、申立期間は 49 か月間と長期間であり、これほどの期間にわたり事

務処理の誤りが継続するとは考え難い上、申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該

期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4390 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年５月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年５月から 51年３月まで 

私は、昭和 51 年４月ごろに国民年金に加入した。以降、妻と一緒に夫婦

二人分の保険料を定期的に納付した。また、ようやく老後のことが気になっ

ていたところ、母親から今までの未納分を納付できると聞き、ラッキーな期

間があると思い、55年５月 19日に、申立期間の保険料を含めて一括で全額

納付した。 

年金記録を確認すると、昭和 36年４月から 37年４月までまとめて納付し

ていると回答を得たが、14 年間も未納がありながら、１年間だけ納付する

のは不自然だと思うので、再調査を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る特殊台帳及びＡ市の被保険者名簿によると、昭和 36 年４月か

ら 37 年４月までの保険料について、55 年５月に、第３回特例納付（昭和 53

年７月から 55 年６月までの期間において実施）により、当該期間に相当する

保険料を一括納付している旨明確に記載されていることが確認できるが、申立

人が同時に納付したと主張している申立期間については、保険料を納付した旨

の記載は確認できず、当該記載内容は、オンライン記録の内容と一致する。 

また、申立人は、昭和 51 年４月ごろに国民年金に加入したと主張している

が、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人が加入手続を行った時点は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が払い出されている任意加入者

に係る被保険者資格の取得日から、第３回特例納付が開始された直後の 53 年

８月であることが推認でき、この時点で既に 38 歳であった申立人は、さかの

ぼって保険料を納付することで年金受給権（300か月）の確保が可能であった

ことから国民年金に加入したことがうかがえる。 



さらに、Ａ市の被保険者名簿によると、51年４月から 52年３月までの期間

及び同年４月から 53年３月までの期間の保険料をそれぞれ、54年２月及び同

年８月に過年度納付していることが確認でき、申立人は 55 年５月の上記特例

納付を行った時点において、当該過年度納付及び上記特例納付により合計 37

か月の保険料をさかのぼって納付したこととなり、60 歳まで保険料を継続納

付することで年金受給権が確保できる。これらのことから、当該特例納付につ

いては、年金受給権の確保に必要であった 13か月（昭和 36年４月から 37年

４月までの期間）について行われたものと考えるのが自然である。 

加えて、上記の特例納付と併せて申立期間を特例納付した場合、保険料額は

合計 72 万円となるが、申立人の保険料額についての記憶は曖昧
あいまい

である上、申

立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料が納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4391 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 39年 12月までの期間及び 40年８月から 42年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 39年 12月まで 

② 昭和 40年８月から 42年３月まで 

私は、昭和 37 年５月に退職して自営業を始めたが、来店していた役所の

人から国民年金のことを聞いたことをきっかけに、同年６月ごろ国民年金に

加入した。それ以来、保険料を欠かさず納付しており、39 年１月の結婚後

は、私が元妻の分の保険料についても一緒に納付していた。後年になって保

険料は銀行の口座振替で納付していたが、若いころは国民年金のことをあま

り意識していなかったので、保険料の納付方法、納付場所及び納付金額等は

覚えていない。 

しかし、自営業は順調で経済的に納付困難な状況ではなかったので、保険

料を未納にすることは考えられない。しかも役所から未納の通知及び督促を

受けた記憶も無いので、申立期間が未納とされていることには納得できない。

記録の訂正を求めたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ市の被保険者名簿によると、申立期間①及び②のいずれにつ

いても保険料が未納期間である旨記載されていることが確認できる上、当該記

載内容は、オンライン記録の内容と一致する。 

また、申立人は、昭和 39 年１月以降、申立人の元妻の保険料についても一

緒に納付していたとしているが、元妻のオンライン記録によると、当該期間に

ついて、保険料の納付記録は確認できず、申立内容と一致しない。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②に係る保険料について、当時自営業は

順調で納付困難ではなかったので納付しているはずであると主張しているが、



保険料の納付方法、納付場所、納付金額及び年金手帳の保有状況等については

ほとんど記憶しておらず、当該期間に係る保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立期間①及び②は合計 41 か月間と長期間であり、これほどの長

期にわたり事務処理の誤りが継続するとは考え難い上、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、

ほかに当該期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4392 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年１月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年１月から 42年３月まで 

私は昭和 39 年１月に結婚して以来、国民年金に関することは自営業を営

んでいた元夫に任せていたので、国民年金の保険料をどこで、どのように納

付していたのかについてはよく分からないが、ある時期以降からは、銀行の

口座振替によって保険料を納付していたことを覚えている。 

私たちは商売の関係上、役所の人とも懇意にしていたので年金の話もよく

聞いており、当時、商売も順調で納付困難な時期は無かったので、申立期間

については、元夫が私たち夫婦の保険料を欠かさず納付していたはずである。

申立期間について保険料が未納とされていることには納得できないので、記

録の訂正を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料について、当時、自営業の経営は

順調であったため、元夫が納付していたはずであると主張しているが、国民年

金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 42

年４月に払い出されていることが確認できることから、このころに加入手続が

行われたものと推認され、申立期間の一部は時効により保険料が納付できない

期間となる上、申立人がさかのぼってまとめて保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オン

ライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住

所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年金手帳記号番号払出

簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して、上記とは別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 



さらに、申立人に係るＡ市の被保険者名簿によると、申立期間の保険料が未

納期間である旨記載されていることが確認できる上、当該記載内容は、オンラ

イン記録の内容と一致する。 

加えて、申立人は、納付に直接関与しておらず、申立期間は 39 か月間と長

期間であり、これほどの長期にわたり事務処理の誤りが継続するとは考え難い

上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 



大阪国民年金 事案 4393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 48年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 48年 12月まで 

    私は、当時、商工会を通じて、国民健康保険料及び国民年金保険料の減免

申請を行い、申立期間は、区役所から送付されて来る減額後の納付書で、妻

が毎月郵便局又は銀行で保険料を納付してくれていた。 

申立期間の保険料の全額が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、商工会を通じて行った減免申請により、申立

人の妻が減額後の保険料を納付してくれていたと申し立てているところ、国民

健康保険料は、当時においても、所得等の状況に応じて軽減免除された減額後

の保険料を納付する取扱いが実施されていたが、申立期間当時の国民年金保険

料は、保険料の全額納付又は全額免除の２種類であり、減額された保険料を納

付する取扱いは無い上、商工会の当時の事務局長は、当時、国民健康保険料に

関する減免申請は一括して行っていたが、国民年金保険料の免除申請について

は記憶が定かでないと陳述していることなどを踏まえると、妻が納付してくれ

ていたとする減額後の保険料は、国民健康保険料であったものとみるのが自然

である。 

また、申立期間のうち、昭和 48年３月以前のＡ市における国民年金保険料

の納付方法は、集金人又は区役所窓口において国民年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

す

る印紙検認方式であったことから、申立人の妻が、納付書を用いて毎月郵便

局又は銀行で国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられ

るほか、申立人の妻及び 41年６月に申立人と連番で国民年金手帳記号番号が

払い出されている申立人の弟も、申立期間に相当する期間の国民年金保険料

は未納とされている。 



さらに、申立人及びその妻の特殊台帳を見ると、いずれにも免除申請され

たことをうかがわせる痕跡が見当たらない上、申立期間途中の昭和 48年１月

以降の未納期間に対し、社会保険事務所(当時)が昭和 50 年度及び 51 年度に

納付催告を行ったことが記載されている。その上、夫婦共に、申立人が 35歳

となる申立期間直後の昭和 49年１月から 50年 12月までの２年分の保険料を

さかのぼって過年度納付していることが確認でき、これにより、それぞれ年

金受給資格期間である 25年を確保している。このことについて、申立人に改

めて事情を聴取したところ、申立人は、夫婦二人分の保険料を納付してくれ

ていた妻は既に亡くなっており、当時の納付状況は全く分からないとしなが

らも、「国民年金は 25 年納付しないと受けられないことを知っていたので、

そろそろ納付しないといけないと思って納付してくれたように思う。」と陳

述しており、その当時、申立人及びその妻が、申立期間を含めて国民年金保

険料が未納であることを認識していたことがうかがえる。 

加えて、申立期間は７年に及び、このような長期間にわたり、納付記録が

毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の妻が申立期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほ

かに申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年５月から 47年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 47年 11月まで 

        私は、昭和 45 年５月にＡ県にあった会社を退職して、Ｂ市Ｃ区で父が経

営する事業所で働くようになり、Ｂ市Ｄ区で両親と同居していた。当事業所

は、個人経営であったが、私が昭和 47 年８月に別に会社を設立し、社会保

険事務所(当時)の指導により同年 12 月に厚生年金保険の適用事業所になっ

た。 

    この間である申立期間は、国民年金に加入していた記憶があるが、その後、

昭和 53 年３月に会社の事情で厚生年金保険の適用を取りやめ、国民年金に

変更したこと、及び結婚後にＥ市に住所変更したことにより、申立期間にお

ける私の国民年金の加入記録が紛失されたものと確信している。 

    申立期間に国民年金の加入記録が無く、納付済期間とされていないので、

よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚後の昭和 49 年４月にＢ市Ｄ区からＥ市に転居しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、転居後のＥ市において、53 年４月に払い

出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人が会

社の事情で厚生年金保険の適用を取りやめ、厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した同年３月 21 日に、初めて国民年金被保険者の資格を取得していること

が申立人の特殊台帳及びオンライン記録により確認できる。 

したがって、申立期間は、記録上、国民年金の未加入期間であり、国民年金

保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人の記憶どおり、申立人が申立期間当時に国民年金に加入し、申

立期間の保険料を納付するためには、当時、申立人がその両親と同居していた



とする転居前のＢ市Ｄ区において、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要

であるところ、同区を管轄するＦ社会保険事務所(当時)の国民年金手帳記号番

号払出簿の内容をすべて視認し、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たが、申立人に対し、有効な別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情は見当たらなかったほか、申立人は、申立期間当時の加入手続及

び国民年金手帳に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、当時の国民年金保険料の納付状況

についても、申立人から明確な陳述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は、申立期間の一部に相当する会社設立当時の昭和 47 年分

の確定申告書(控)を所持しているが、そこに国民年金保険料控除に関する記載

が見当たらない上、そのほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無く、申立期間の保険料が納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年４月から 52年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 52年 12月まで 

    昭和 46 年９月に夫が会社を退職し自営業を始めたので、すぐに夫婦で国

民年金に加入したように思う。国民年金保険料は、いつも夫婦二人分を一緒

に納付してきたのに、申立期間は夫だけが納付済みであり、私が未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人の夫は、

昭和 50年７月に払い出されているが、申立人は、その約５年後の 55年６月に

払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、夫婦で

国民年金の加入手続の時期が大きく異なっている上、夫については、夫の加入

手続が行われた時点において現年度納付が可能であった 50 年４月(申立期間

の開始月)から保険料の納付を開始している。その一方、申立人の特殊台帳を

見ると、申立人についても、申立人の加入手続が行われた時点において現年度

納付が可能であった 55年４月から保険料の納付を開始するとともに、同年 10

月に、その時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間直後の 53 年１

月から 55 年３月までの２年３か月の保険料をさかのぼって過年度納付してい

ることが確認できる。したがって、申立期間の保険料は、時効により納付する

ことができなかったものと考えられる。 

   また、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料を申立人の夫と一緒に納

付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国

民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、オンライン記録により各種

の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらなかったほか、申立期間は２年９か月に及



び、この間、申立人の納付記録のみが毎回連続して欠落することは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年８月から 47年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月から 47年 12月まで 

    結婚後の昭和 43年８月に、夫が自営業を始めるため会社を退職したので、

夫婦で国民年金に加入した。加入後は、自宅に来ていた集金人に、私又は夫

のいずれかが夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに、申立期間は、

夫が保険料を納付済みであり、私が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年８月に申立人の夫が会社を退職したので、夫婦で国民

年金に加入し、加入後は、自宅に来ていた集金人に申立人又は夫のいずれかが

夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人及びその夫に係る国民年金の加入時期を調査すると、夫は、

会社を退職した直後の昭和 43 年９月に国民年金手帳記号番号が払い出されて

おり、所持する夫の国民年金手帳の発行日とも一致することから、このころに

加入手続が行われたものと推定される上、申立期間に相当する期間の保険料を

集金人に現年度納付していることが国民年金手帳により確認できる。その一方、

申立人については、夫の約７年後の 50年 12 月に加入手続が行われたことが、

申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期及び当該手帳記号番号の前後の任

意加入被保険者の資格取得日から推定され、申立人とその夫とでは、加入時期

において大きく異なっている。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立人の加入手続が行われた時点におい

て、時効にかからず納付が可能であった申立期間直後の昭和 48年１月から 50

年３月までの２年３か月の保険料をさかのぼって過年度納付していることが

確認できることから、申立期間の保険料は、時効により納付することができな

かったものとみるのが自然である。 



さらに、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料を申立人の夫と一緒に

集金人に納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要である

ところ、国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、オンライン記録

により旧姓を含めた各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかったほか、所

持する申立人の年金手帳は、Ａ市が国民年金保険料の徴収方法を、それまでの

印紙検認方式から納付書方式に変更した昭和 48 年４月以降に国民年金の加入

手続を行った被保険者に対して発行されていたとする３制度（厚生年金保険、

国民年金及び船員保険）共通のオレンジ色の年金手帳であるが、申立人は、当

該年金手帳以外に別の年金手帳を所持していた記憶は無いと陳述している。 

加えて、申立期間は４年以上に及び、このような長期間にわたり、申立人の

納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、

ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 44年３月まで 

    私は、自立して開業するため、昭和 39 年４月に会社を退職し、失業保険

の手続とともに健康保険及び国民年金の切替手続を行ったと記憶している。 

保険料の納付については、約 45 年も前のことなので、当時の状況は覚え

ていないが、今回送付されてきた「ねんきん特別便」の納付記録を見ると、

昭和 39年４月から 42 年１月までの期間が空白であり、同年２月から 44年

３月までの期間が未納とされているので、納得のいく調査を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する申立人及びその妻の国民年金手帳を見ると、その発行日は

ともに、結婚した昭和 43年 11月の約１年後である 44年 10月６日と記載され

ている上、国民年金手帳記号番号が夫婦連番であることなどから、このころに

夫婦一緒に国民年金の加入手続が行われたものと推定され、申立人については

42年２月 20日まで、妻については 43年 11月６日まで、それぞれさかのぼっ

て国民年金被保険者の資格を取得していることが国民年金手帳及び夫婦のオ

ンライン記録により確認できる。したがって、申立人の場合、申立期間のうち、

42 年１月以前の期間は、記録上、国民年金の未加入期間であり、国民年金保

険料を納付することができない期間である上、国民年金被保険者の資格を取得

した同年２月から 44 年３月までの保険料は、加入手続が行われた時点におい

て、時効により納付できない期間を含む過年度保険料であるが、申立人及びそ

の妻は、結婚当時は経済的にも余裕が無く、申立期間の保険料をまとめて納付

した記憶は無いと陳述している。 

また、申立人に、会社を退職した当時における国民年金の加入状況及び独身

時代であった申立期間当時の保険料の納付状況について、改めて事情を聴取し



ても記憶が無いとしており、申立期間当時の状況について、具体的な陳述を得

ることができなかったほか、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性につ

いて、申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、オ

ンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立期間は５年に及び、このような長期間にわたり、納付記録が

毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに

申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 4398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 52年３月まで 

    私は、国民の義務として国民年金に加入したが、手続は母がしてくれたの

で詳しいことは分からない。しかし、２軒ほど隣に住む兄夫婦は、昭和 36

年４月から国民年金に加入して保険料を納付しており、そこに集金人が来て

いたので、私の家にも同じ集金人が来ていたはずであり、当時、私と同居し

ていた母が私の保険料を納付してくれていたに違いない。 

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、近所に住む申立人の兄（次男。申立人は四男）夫婦が、国民年金

制度が発足した昭和 36 年４月から国民年金保険料を集金人に納付しているの

で、申立人の保険料も、当時申立人と同居していたとする申立人の母親が、同

じ集金人に納付してくれていたに違いないと申し立てている。 

そこで、申立人の近所に住む兄（次男。以下、この段落において同じ）夫婦

及び申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、当該兄夫婦の国民年金手

帳記号番号は、昭和 36年７月 25日に夫婦連番で払い出されており、同年４月

以降の保険料を集金人に現年度納付していることが兄の妻が所持する国民年

金手帳により確認できる一方、申立人の国民年金手帳記号番号は、52 年５月

16 日に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、

国民年金制度が発足した 36 年４月１日までさかのぼって国民年金被保険者の

資格を取得している。したがって、当該兄夫婦と申立人とでは、加入時期にお

いて大きく異なっている上、申立人の加入手続が行われた時点において、申立

期間は、一部の期間を除き、時効により納付できない期間であるとともに、時

効にかからない期間の保険料については、過年度保険料となることから、基本



的に現年度保険料しか取り扱わない集金人に納付することができなかったも

のと考えられる。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間直後の昭和 52年４月以降の期

間が免除期間となっている上、欄外に「不足 54」の記載が確認できるところ、

申立人の加入手続が行われた当時、申立人は 39 歳であり、これ以降 60 歳ま

で保険料をすべて納付しても、年金受給資格期間である 25 年に 54 か月不足

する当時の状況と一致することから、行政側が、受給資格期間を満たさない

申立人の国民年金保険料の免除処理を継続していたとみるのが自然であり、

これらの記録自体に特段不合理な点は認められない。 

さらに、申立人には、昭和 41年度の適用特別対策において、そのころに申

立人と一緒に仕事をしていたとする申立人の兄（三男。以下、この段落にお

いて同じ）夫婦と共に、３人連番で職権により別の国民年金手帳記号番号が

払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できるが、

兄夫婦の手帳記号番号については、共に「消除」のゴム印が押され、申立人

の当該手帳記号番号については、「不在」のゴム印とともに昭和 52 年６月

16日に払い出された上記の手帳記号番号との重複が判明したことによる「資

格取消」のゴム印が認められるなど、これら職権で払い出された三つの手帳

記号番号からは、いずれも保険料を納付していたことをうかがわせる事情は

見当たらなかった。その上、申立人に係るこれ以外の別の国民年金手帳記号

番号の払出しの可能性について、国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべ

て確認し、オンライン記録により別の読み方による各種の氏名検索を行った

が、申立人に対し、上記二つの手帳記号番号のほかに別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

加えて、申立人は、国民年金の加入及び保険料の納付に直接関与しておら

ず、これらを行ってくれていたとする申立人の母親は、明治 30年生まれのた

め国民年金被保険者の対象外とされ、母親自身の保険料を集金人に納付する

必要が無かったものと考えられる上、母親も既に亡くなっているため、申立

人に関する当時の具体的な加入及び納付状況は不明である。 

このほか、申立期間は 16年に及び、このような長期間にわたり、申立人の

納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の母親が申立期

間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）

は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年 10月から平成 14年 10月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 11年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年 10月から平成 14年 10月まで 

        昭和 55年 10月に会社を退職し、父の経営する店（厚生年金保険非適用の

個人事業所）を継いだ際、妻がＡ市役所で私の国民年金への加入手続を行っ

た。 

申立期間の国民年金保険料の詳しい納付方法等については、すべて妻に任

せていたので全く覚えていないが、妻から「国民年金保険料を納付してき

た。」として領収書を見せられたことを覚えている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は会社を退職した昭和55年10月に、妻が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料についても、妻が納付していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録を見ると、申立人に係る国民年金被保険者資格の取

得履歴は認められず、また、申立期間当時の住所地のうち、保存されているこ

とが確認できたＡ市及びＢ市Ｃ区における国民年金被保険者記録を調査した

が、申立人に係る国民年金の加入及び保険料納付記録は見当たらなかった。 

また、申立期間のうち、申立人が60歳に到達した翌月の平成８年＊月から65

歳到達の13年＊月までの期間は、高齢任意加入が可能な期間となるところ、60

歳到達時の住所地を管轄するＤ社会保険事務所（当時）保存の高齢任意加入申

込書を調査したが、申立人に係る加入申込書は見当たらなかった。 

さらに、申立人は厚生年金保険被保険者期間が21年５か月あり、既に老齢年

金受給資格を満たしていることから、申立期間のうち、65歳到達翌月の平成13

年＊月以降の期間については、制度上、国民年金に高齢任意加入することがで

きない。 



加えて、申立期間のうち、昭和 55年 10月から平成 13年＊月までの国民年

金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号番号の払出しについて、申

立人の居住履歴のある住所地を管轄する各社会保険事務所（当時）において、

国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索などを行った

が、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等

は見当たらなかった。 

このほか、申立期間は265か月で、関係行政機関もＥ市、Ａ市、Ｂ市Ｃ区、

同市Ｆ区及び各管轄社会保険事務所（当時）の８機関に及んでおり、これほど

長期間にわたり、複数の行政機関において、国民年金保険料の収納及び記録管

理における事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年 11 月から 51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 51年３月まで 

    国民年金への加入については、自分では全く覚えていないが、母が、手続

をしてくれたと思う。 

    手続後、結婚をするまでの国民年金保険料については、母が納付してくれ

ていたはずである。 

    申立期間当時、私と同様に、母に納付してもらっていた兄は、申立期間に

ついて納付済みとなっているにもかかわらず、自分の分が未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、兄と同様に母が納付してく

れていたはずであると申し立てている。 

   しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の兄については、20

歳到達時の翌年度当初である昭和 43 年４月１日に、Ａ市Ｂ区において、国民

年金手帳記号番号が払い出されていることから、申立期間の国民年金保険料を

納付することは可能であった一方、申立人の手帳記号番号は、その９年後の

52年３月 16日に、弟及び妹と連番で払い出されており、この手帳記号番号の

払出時点においては、申立期間のうち、49 年 12 月以前の保険料は、制度上、

納付することができない。 

   また、申立人の弟及び妹の納付記録を見ても、申立期間の国民年金保険料は

未納となっている上、３人共に申立期間直後の昭和 51 年４月から同年９月ま

での保険料については現年度納付し、同年 10月から同年 12月までの保険料に

ついては過年度納付しているなど、この当時の３人の納付状況はすべて一致し

ている。 



   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立期間は 77か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国民

年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考え

難い。 

このほか、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間に係る国民年金保

険料の納付について関与しておらず、申立人の加入手続及び納付を行ったと

する母からの陳述も得られないことから、保険料納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 4401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年７月から同年 11 月までの期間及び 48 年３月から平成４

年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 7月から同年 11月まで 

             ② 昭和 48年３月から平成４年 11月まで 

    国民年金への加入については、はっきり覚えていないが、会社を退職して

家業を継いだ昭和 48年３月ごろ、母が手続をしてくれたと思う。 

    加入後の国民年金保険料は私が納付していたが、申立期間②については、

家業の経営状況が悪いため、保険料を納付していなかった時期もあると思う

が、納付書により郵便局で納付した記憶もあるので、全期間にわたって納付

記録が無いのは納得できない。 

    申立期間①については、加入手続及び保険料納付の記憶は不明確であるが、

念のため調査してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成７年１月

１日を国民年金被保険者資格の取得日として、同年８月２日ごろに払い出され

ていることが、前後の手帳記号番号から推認され、また、申立人が所持する年

金手帳を見ても、届出年月日が同年７月 11 日と記載されていることから、申

立期間①及び②は国民年金の未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納

付することはできない。 

また、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民

年金手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間①及び②は合わせて 242か月に及んでおり、これほど長期



間にわたって国民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り

返されたとも考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間の加入手続及び国民年金保険料納付の記憶は不

明確であるとしており、加入手続を行ったとする申立人の母は、病気療養中で

あるため陳述を得ることはできず、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



大阪厚生年金 事案 6679 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年９月４日から 35年８月 14日まで 

② 昭和 36年２月１日から 43年１月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ

社、Ｂ社及びＣ社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受け

た。 

しかし、脱退手当金を受け取った覚えは無いので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社を退職した際に、脱退手当金を請求

した記憶は無く、受給していないと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 35 年 12月 28日に支給決定されてい

ることが確認できるところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されている

上、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、前述被保険者名簿で申立人が記載されているページを含む前後計５ペ

ージに記載された女性従業員のうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）

に受給要件を満たし資格を喪失した 18 人について脱退手当金の支給記録を調

査したところ、受給者は申立人を含め 13 人見られ、そのうち６人が資格喪失

後約６か月以内に支給決定されているほか、同一支給日の受給者が散見される

ことを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可能性がうかがえる。 

申立期間②については、申立人は、Ｃ社を退職した際に、同社及びその前に



勤務したＢ社での加入期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給して

いないと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約２か月後の昭和43年３月19日に支給決定されている

ことが確認できるところ、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で申

立人が記載されているページを含む前後計６ページに記載された女性従業員

のうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪

失した３人について脱退手当金の支給記録を調査したところ、３人とも資格喪

失後３か月以内に支給決定されていることから、事業主による代理請求がなさ

れた可能性がうかがえる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、申立期間の二つの事

業所と申立期間後に勤務した事業所では別番号となっていることから、当該脱

退手当金を受給したため、番号が異なっていると考えるのが自然である。 

このほか、申立期間の脱退手当金は、申立期間①に係るもの（１回目）と申

立期間②に係るもの（２回目）の２回にわたり支給されたと記録されていると

ころ、２回とも申立人の意思に反して請求されるということは考え難い上、申

立期間①及び②について申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6680 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 23年６月 29日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答をもらった。しかし、脱

退手当金の請求手続はしておらず、受け取った記憶も無いので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金の請求手続はしておらず、受け取った

記憶も無いとしている。 

しかし、オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保

険者資格の喪失日から約１か月後の昭和 23 年８月２日に支給決定されている

ことが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、保険給付欄

に、脱退手当金を支給したことを示す「脱手」の記載があり、資格期間、支給

金額及び支給年月日はオンライン記録と一致している上、申立人の脱退手当金

の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間がなければ年金は受給できなかったところ、申立人は、家業を継ぐた

めにＡ社を退職したと陳述しており、同社で昭和 23年６月 29日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失後、厚生年金保険の加入歴が無いことを踏まえると、脱

退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことを疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6681 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 23 年 10月から 24年８月までの期間につ

いて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 37年３月１日から 40年８月１日ま

での期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年 10月から 24年８月まで 

   ② 昭和 37年３月１日から 40年８月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間①の加入記録が無いと回答を受けた。 

Ａ社では、Ｂ業務従事者として勤務したので、厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

また、申立期間②については、Ｃ社Ｄ支店及び同社Ｅ支社に勤務していた

期間における厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金支給済みとの

回答を受けた。しかし、脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していない

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、元同僚の陳述から判断して、時期は特定できないも

のの、申立人がＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 25年３月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得し

ている前記同僚は、「私は、Ａ社に昭和 23年 10月１日に入社したが、厚生年

金保険被保険者期間は 25年３月１日から同年８月 31日までとなっている。社

長から、厚生年金保険に加入する説明があったが、入社してすぐではなかった

と思う。」と陳述している。 



このほか、申立人の申立期間①に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、申立人は、申立期間に係る脱退手当金は請求した記憶

は無く、受給していないとしている。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、申立期間のＣ社

Ｅ支社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 41

年１月 12日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されている上、支給額に計算上の誤りは無

いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が保管している厚生年金保険被保険者証には、脱退手当金の支

給を意味する「脱 ＊＊」の表示が確認できることから、申立人の意思に基づ

かないで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6682 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から 36年３月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。 

Ａ社には間違いなく勤務したので、申立期間について厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の陳述から判断して、時期は特定できないものの、申立人がＡ

社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ｂ社（昭和 37 年１月＊日にＡ社が商号

をＢ社として法人登記）が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間

後の昭和 37年４月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、前記同僚の一人は、「厚生年金保険料が控除され始めたのは、Ａ社が

法人になってからである。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6683 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年７月 19日から同年９月１日まで 

② 昭和 31年７月 19日から同年９月１日まで 

③ 昭和 32年７月 19日から同年９月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。同事業所には、昭

和 30年から 32年までの間に３度に分けてアルバイトとして勤務したので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、申立人が申立期間当時に勤務したとするＡ社は、オンライン記録に

おいて、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、同事業所の所在地を

管轄する法務局においても商業登記の記録は確認できない。 

また、申立人は、Ａ社の事業主及び同僚等の氏名を記憶していないため、こ

れらの者から、同事業所における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の

状況を確認することができない。 

さらに、申立人は、昭和 30年から 32年までの間に３度に分けてアルバイト

として勤務したと申し立てているところ、当時の厚生年金保険法第 12条には、

臨時に使用される者であって、２月以内の期間を定めて使用される者は、厚生

年金保険の被保険者としないと規定されていることから、制度上、申立人は申

立期間において厚生年金保険の被保険者となることができなかったと推認さ

れる。 

加えて、申立期間の保険料控除に係る申立人の記憶は曖昧
あいまい

であり、このほか



に、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6684 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年８月１日から 12年３月８日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に支払われていた

給与額より低く記録されていることが分かった。 

Ａ社では、当初は社員、その後は代表取締役として勤務し、30 万円から

60万円の給与を得ていた。 

標準報酬月額を引き下げる手続を行った覚えは無いので、申立期間の標準

報酬月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、平

成 10年８月及び同年９月は 59万円、同年 10月から 11年４月までは 50万円、

同年５月から 12年２月までは 30万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった日（平成 12年３月８日）の後の同年３月

10日付けで、10年８月から 11年４月までは 15万円、同年５月から 12年２月

までは９万 8,000円にさかのぼって引き下げられていることが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る商業登記の記録を見ると、申立人は平成 11 年７月 26

日から現在も、同社の代表取締役であることが確認できる。 

また、申立人は、当該標準報酬月額を引き下げる手続を行った覚えは無いと

しているところ、申立人に係る健康保険被保険者記録を見ると、申立人は、Ａ

社が適用事業所ではなくなった日と同一日の平成 12 年３月８日に任意継続被

保険者資格を取得し、同年３月から２年間、任意継続被保険者であったことが

確認できることから、申立人が引き下げ後の標準報酬月額に基づく任意継続健

康保険料を２年間納付していたことを踏まえると、申立人が、任意継続被保険



者として、当該標準報酬月額の引き下げを承知していなかったとは考え難い。

さらに、申立期間に係る同年３月 10 日付けの処理に関しても、社会保険事務

所が、代表取締役であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も

無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6685 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。          

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11月１日から７年 12月８日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録によると、私が代表取締役として経営して

いたＡ社における厚生年金保険加入期間のうち、平成６年 11 月１日から７

年 12 月８日までの標準報酬月額が、同社が厚生年金保険適用事業所ではな

くなった後で、41万円から 12万 6,000円に引き下げられている。社会保険

事務所の担当者から、｢標準報酬月額を後で元に戻すから変更届を出すよ

う。｣と言われ、やむなく標準報酬月額の引下げに応じたが、｢後日、元に戻

す。｣との約束が守られていない。申立期間に係る標準報酬月額を実際の報

酬額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

41 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った日（平成７年 12月８日）の５日後の平成７年 12月 13日付けで、６年 11

月１日にさかのぼって12万6,000円に引き下げられていることが確認できる。 

  しかし、Ａ社に係る商業登記の記録によると、申立人は、同社設立当時の昭

和 55年５月 27日から解散する平成 14年 12月３日までの間、同社の代表取締

役であったことが確認できる。    

  また、申立人は、｢平成６年ごろから会社の経営が苦しくなり、厚生年金保

険料を滞納していたと思う。この滞納保険料を減らすため社会保険事務所から、

『標準報酬月額を後で元に戻すから変更届を出すよう。』と促され、やむなく

同届を提出した。｣と陳述している。 

  これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6686 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 平成 11年 10月１日から 12年 10月１日まで 

             ② 平成 13年 10月１日から 14年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社Ｂ本社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、同社から交付

された健康保険厚生年金保険標準報酬改定通知の内容と異なっていること

が分かった。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ本社から交付された２枚の健康保険厚生年金保険標準報酬

改定通知に、標準報酬月額を平成 11 年 10 月１日から 56 万円とし、13 年 10

月１日から 44 万円とする旨が記載されているのに、申立期間の社会保険事務

所の記録はこれより低額であると申し立てている。 

しかし、申立人提出の当該標準報酬改定通知を見ると、申立人の申立てどお

りの記載が確認できるが、一方で、Ａ社Ｂ本社が保存している平成 12 年１月

以後の申立人に係る賃金台帳を見ると、同社は、厚生年金保険料を該当月の翌

月に控除する方法により、申立期間のうち、11 年 12 月以後の期間について、

オンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく保険料を控除していることが

確認できる。 

このことにつき、Ａ社Ｂ本社は、「申立期間当時、社会保険事務所に対し、

申立人の申立てどおりの標準報酬月額に該当することとなる健康保険厚生年

金保険被保険者報酬月額算定基礎届を提出したが、当社では、７月に基本給等

の変更を行うことが有り、申立人については、平成 11年７月及び 13年７月に

基本給等の変更を行ったことから、11年 10月及び 13年 10月に標準報酬月額



の改定の要件に該当したため、改めて随時改定の届出を行い、これにより改定

された標準報酬月額に基づく保険料控除を行った。」としているところ、前述

の賃金台帳を見ると、平成 13年７月に基本給等の額が変更され、同年 10月に

オンライン記録どおりの標準報酬月額への改定の要件に該当することが確認

できる。 

また、Ａ社Ｂ本社は、平成 11 年 12 月以前の賃金台帳を保存していないが、

13年 10月の標準報酬月額の改定時には、改定後の標準報酬月額に基づき正し

く保険料控除が行われていることから、申立期間のうち、11年 10月及び同年

11 月についても、改定後のオンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく保

険料が控除されていたものと推認される。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6687 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年７月６日から 31年９月 14日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答があった。申立期間は、Ａ県Ｂ市のＣ社と

いうＤ業種の会社の敷地内にあったＥ社に勤務し、Ｆ業務に従事していたの

で、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＥ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、申立人が申立期間当時に勤務したとするＥ社は、オンライン記録に

おいて、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、また、申立人が同事

業所の所在地としているＡ県Ｂ市を管轄する法務局で商業登記の記録も確認

できない。 

さらに、申立人は、Ｅ社の事業主及び同僚の氏名を記憶していないため、こ

れらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確

認することもできない。 

加えて、申立人が「Ｅ社は、Ａ県Ｂ市のＣ社というＤ業種会社の敷地内にあ

った。」としていることから、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

も調査したが、申立期間に申立人の加入記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6688 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 31日から同年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもら

った。同社には昭和 41 年３月末まで勤務しており、同年３月の厚生年金保

険料も控除されていたはずなので、申立期間について、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間まで継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

   しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に被保険者記録の有る元従業員９人に照会し、４人から回答を得たが、申立人

の申立期間における勤務を推認できる陳述は得られなかった。 

   また、申立期間より後の昭和 53 年からＡ社が、厚生年金保険の適用事業所

ではなくなる平成 21 年９月まで、同社の事業主であり、申立人の兄でもある

者は、「申立期間当時、保険料軽減のため、月末まで勤務していた従業員を翌

月１日付けでなく、月末で資格を喪失させることがあったと思う。」と陳述し

ているところ、同人提出の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書

を見ると、同社は、申立人の被保険者資格の喪失日を昭和 41年３月 31日と届

け出ていることが確認でき、これは、前述の被保険者名簿の記録と一致する。 

   さらに、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、申立期間当時の

事業主であり申立人の父でもある者は既に死亡しているため、同社等から申立

人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することはでき

ないほか、前述の申立人の兄は、申立人の申立期間に係る保険料控除の有無に



ついては分からないとしている。 

   このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6689 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 35年７月ごろから 36年７月３日まで 

② 昭和 36年 10月 31日から 38年２月 21日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。 

申立期間①は、Ａ社Ｂ支店に勤務し、その後同支店が管理する同社Ｃ支店

に異動した。異動時期は覚えていないが、同社Ｃ支店ではＦ職として勤務

した。 

申立期間②は、Ａ社Ｄ支店で研修を受けた後の期間であり、引き続き同社

Ｃ支店で勤務した。 

異動は有ったが、昭和 34年から 50年まで継続してＡ社に勤務したので、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から判断して、営業所ごとの勤務時期は特定できないものの、申

立人が、申立期間に、Ａ社Ｂ支店及び同社Ｃ支店に勤務していたことが推認で

きる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ａ社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 36 年１月１日であり、申立期間①のうち、同日以前は適用

事業所ではない。 

また、申立人が同時期入社であるとする同僚も、「会社は、昭和 36年に厚生

年金保険の適用事業所になったと記憶している。それまでは､社員全員が厚生

年金保険には加入していなかった。」と陳述している。 

一方、Ａ社Ｃ支店については、オンライン記録において、厚生年金保険の適

用事業所となった記録が無いところ、申立期間の一部に同支店で勤務していた



とするＡ社の元従業員は、「当初、Ａ社Ｃ支店は、Ｅ社という事業所が経営す

る、いわゆるフランチャイズ店であった。その後、昭和 38 年２月にＡ社Ｂ支

店直轄に変わったと記憶している。同社Ｃ支店で勤務した期間のうち、直轄に

なる以前の期間は厚生年金保険に加入していない。」と陳述しており、オンラ

イン記録を見ても、同人は、申立人と同様に、昭和 38年２月 21日にＡ社Ｂ支

店で厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、申立期間にＡ社Ｃ支店で勤務していたと申立人が記憶している同僚は、

オンライン記録において、申立人と同様に申立期間の厚生年金保険被保険者記

録が無く、申立人と同日の昭和 38年２月 21日に同社Ｂ支店で被保険者資格を

取得している。 

さらに、申立人は、Ａ社Ｃ支店で勤務していた期間の給与は、Ｅ社の店主か

ら支給されていたと陳述しているものの、同事業所は、オンライン記録におい

て、適用事業所としての記録は無い。 

加えて、申立人の雇用保険被保険者資格の取得日は昭和 38年２月 21日であ

り、厚生年金保険の記録と一致している。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られな

い。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6690 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月１日から 58年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社でＢ業務従事者として勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無

いとの回答をもらった。同社が発行した在職証明書には、在職期間が昭和

56 年 10 月１日から平成元年３月３日までと記載されており、申立期間も

間違いなく同社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社発行の在職証明書から、申立人が申立期間から

同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社から申立人の関連資料を引き継いだとしているＣ社提出の被

保険者資格取得確認及び標準報酬月額決定通知書の写しを見ると、Ａ社は、

申立人の被保険者資格を昭和 58 年３月１日付けで取得させていたことが確

認できる。 

また、Ａ社で申立人と同じＢ業務従事者であった複数の同僚は、「申立期

間当時、Ａ社のＢ業務従事者は、パート従業員と正社員の２種類が有り、厚

生年金保険に加入していたのは、正社員だけだった。」と陳述しているとこ

ろ、当該同僚のうち、昭和 55 年 11 月にパート従業員として同社に入社し、

その４か月後に正社員になったとする同僚について、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の記録を見ると、入社から約４か月後の 56 年３月

に被保険者資格を取得していることが確認できることから、同社は、申立期

間当時、すべての従業員を厚生年金保険に加入させていた訳ではなかったこ

とがうかがわれる。 



さらに、申立人の厚生年金保険と雇用保険の資格取得日は、ともに昭和 58

年３月１日で一致しており、前述の同僚の両保険の資格取得日も一致してい

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6691 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年６月ごろから同年 12月８日まで 

             ② 昭和 55年６月ごろから 57年８月２日まで 

             ③ 昭和 58年３月 20日から 59年３月ごろまで 

    申立期間①は、Ａ社に継続して勤務した。 

    しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社における資格取

得日が昭和 54年 12月８日となっており、申立期間①が厚生年金保険の未加

入期間とされており納得できない。 

    また、昭和 55年６月ごろから 59年３月ごろまで継続してＢ社にＣ業務従

事者として継続して勤務した。 

    しかしながら、社会保険事務所の記録では、申立期間②及び③が厚生年金

保険の未加入期間とされており納得できない。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 54年６月ごろＡ社に入社し、55年２

月 20 日まで継続して勤務したと申し立てているところ、同社の元事業主の陳

述から判断すると、申立人の入社時期は特定できないものの、申立期間当時、

同社に在籍していたことが推認される。 

一方、申立人の厚生年金保険の資格取得日が昭和 54年 12月８日と記録され

ているところ、Ａ社の元事業主からは、「当時は中途採用者の定着率が低かっ

たため、入社後一定期間の試用期間を設け、入社と同時には厚生年金保険に加

入させておらず、その間は保険料を給与から控除することもなかった。」との

陳述が得られた上、複数の同僚からも同趣旨の陳述が得られた。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出

し調査したが、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入状況及び保険

料控除など、当時の事情を明らかとする関連資料及び周辺事情は得られなかっ



た。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人はＢ社で勤務し、厚生年金保険に加入していた

と申し立てているところ、同僚の陳述から判断すると、申立人は、入社時期は

特定できないものの、申立期間当時、同社に在籍していたことが推認される。 

しかしながら、同僚からは、「Ｂ社では、希望した者のみが厚生年金保険に

加入していた。自分は入社の数か月後に厚生年金保険に加入した。また、厚生

年金保険に加入するまでの間は、給与から保険料は控除されていなかったと思

う。」旨の陳述が得られ、当該同僚提出の当時の給与明細書においても厚生年

金保険に加入していない期間の保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出

し調査したが、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入状況及び保険

料控除など、当時の事情を明らかとする関連資料及び周辺事情は得られなかっ

た。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

申立期間③について、申立人はＢ社に継続して勤務し、厚生年金保険に加入

していたと申し立てている。 

しかしながら、雇用保険の給付記録を見ると、申立人の離職日は昭和 58 年

３月 19 日と記載されており、厚生年金保険の加入記録と一致している上、申

立人は同年４月９日に公共職業安定所に求職の申込みを行い、申立期間中に

90日分の基本手当を受給していることが確認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出

し調査したが、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入状況及び保険

料控除など、当時の事情を明らかとする関連資料及び周辺事情は得られなかっ

た。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除をうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6692 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年６月１日から 38年７月 31日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社入社時の標準報酬月額が１万円になっているとの回答を受けた。 

就職先を決める際、Ａ社の求人票に記載された初任給の額が、２万 2,000

円と他社と比べて飛び抜けて高く、この給与に魅力を感じて入社したことを

覚えている。同社には昭和 38年７月 30日まで勤務したが、在職していた申

立期間について標準報酬月額が低く記録されているので、給与支給額に見合

う標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 35 年６月１日にＡ社（現在は、

Ｂ社）において厚生年金保険の被保険者資格を取得し、標準報酬月額は、同年

６月から同年９月までは１万円、同年10月から37年９月までは１万8,000円、

同年 10 月から 38 年６月までは２万 2,000 円と記録されているが、申立人は、

当該記録が申立期間当時に実際に支給されていた給与額に比べて低いとして

申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人と同時期に被保険者資格を取得している同年輩の者の標準報酬月額につ

いてみると、申立人と同水準又は低額である者がほとんどであることが確認で

き、申立人の標準報酬月額のみがほかの従業員と異なり低額であるという事情

は見当たらない。 

また、複数の元従業員からも、申立期間当時の給与支給額と比較して標準報

酬月額が低く記録されている旨の陳述は得られなかった上、上記被保険者名簿



において、申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して引き下げられた形跡は認められず、

記録に不自然な点も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時の給与明細書等を所持していない上、Ｂ社

も「当時の賃金台帳等は保管しておらず、申立人の給与支給額及び保険料控除

等は不明。」と回答していることなどから、申立人の申立期間における給与支

給額及び保険料控除について確認することができない。 

このほか、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料

を控除していた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月 25日から 44年４月 25日まで 

           ② 昭和 51年 11月１日から 52年５月１日まで 

           ③ 昭和 54年７月１日から 55年８月１日まで  

    申立期間①については、昭和 43年４月 25日から 48年１月 31日までＡ社

において正社員のＢ業務従事者として勤務していたが、厚生年金保険の記録

を確認したところ、同社に係る資格取得日は 44年４月 25日となっていた。 

また、申立期間②については、昭和 51年 11 月１日から 52年４月末まで

Ｄ市Ｅ区のＣ社において正社員のＢ業務従事者として勤務したが、厚生年金

保険の記録を確認したところ、同社に係る厚生年金保険の加入記録が無かっ

た。 

申立期間③については、昭和 54年７月１日から 63年４月末までＦ社にお

いて正社員のＢ業務従事者として勤務していたが、厚生年金保険の記録を確

認したところ、同社に係る資格取得日は、55年８月１日となっていた。 

申立期間①、②及び③について、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 43年４月 25日からＡ社に勤務してい

たと申し立てている。 

しかしながら、申立人のＡ社における雇用保険の資格取得日は、昭和 44 年

３月 26 日と記録されていることが確認できるほか、同年４月に入社した同僚

は、「申立人は、私と同時期に入社した。」旨を陳述しており、また、申立人も

当該同僚について、「私とほぼ同時期に入社した。」旨の陳述をしていることな

どから判断すると、申立人が同社へ入社した時期は、申立人主張の 43 年では



なく、その１年後の 44年であった可能性が考えられる。 

一方、申立人のＡ社における雇用保険の資格取得日が昭和 44 年３月 26 日、

厚生年金保険の資格取得日はその１か月後の同年４月 25 日と記録されている

ところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間中

に資格を取得している同僚３人の厚生年金保険の資格取得日は、いずれも入社

日の約１か月後となっていることが確認できることから、同社では、入社と同

時に厚生年金保険の被保険者資格を取得させていた訳ではなかったことがう

かがわれる。 

また、申立期間当時の社会保険事務担当者は連絡先が不明のため、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険料の控除等について事情照会することができな

いほか、事業主の妻は、「夫は既に死亡しており、Ａ社も既に閉鎖しているた

め、当時の関係書類も無く、申立人の勤務状況及び社会保険の手続等について

は不明。」と回答している。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は確認できなかったほ

か、上記被保険者名簿には申立期間中の健康保険整理番号に欠番は無く、記録

に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社において従事していた業務内容、同社

の事業主及びその弟である役員を具体的に記憶していることなどから判断す

ると、期間は特定できないものの、同社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、Ｃ社は、昭和 43年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、再度、適用事業所となったのは平成２年４月４日であるこ

とから、申立期間は同社が適用事業所ではなかった期間に当たる。 

また、Ｃ社の現在の事業主は、「当時の事業主は既に死亡しているほか、当

時の資料も保有していないことから、申立人の厚生年金保険料の控除について

確認することができない。」と陳述している。 

さらに、Ｃ社の上記の役員は高齢のため事情照会することができないほか、

申立人は同社での同僚の氏名を記憶していないため、これらの者からも申立人

の同社における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

申立期間③について、複数の同僚の陳述から、申立人は、申立期間において、



Ｆ社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、申立期間当時の上司及び複数の同僚は、「申立期間当時、従

業員の入退社が頻繁であったため、入社当初は日給制でしばらく様子をみる期

間を設けていた。その後、月給制になったときに社会保険に加入した。」と陳

述している。 

また、当時の社会保険事務担当者も、「当時、Ｆ社では、採用後３か月から

１年程度は日給制の臨時工として社会保険に加入させておらず、給与から厚生

年金保険料も控除していなかった。」と陳述しており、当時、Ｆ社では、入社

後一定期間は従業員を社会保険に加入させていた訳ではなかったことがうか

がわれる。 

さらに、Ｆ社提出の申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

確認および標準報酬月額決定通知書」を見ると、申立人の資格取得日は昭和

55 年８月１日と記載されていることが確認でき、これは、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録における資格取得日とも一

致している。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間③において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 41年８月 26日から同年９月 13日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社から親会社であるＢ社に昭和 41年８月 26日に異動し、継続して勤

務していたにもかかわらず、被保険者記録が無いとの回答をもらった。申立

期間の加入記録が無いことに納得がいかないので、厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ｂ社に勤務していた

ことが推認される。 

    しかしながら、雇用保険の記録及びＣ健康保険組合の組合員加入記録による

と、申立人のＢ社における資格取得日は、いずれも昭和 41年９月 13日と記録

されており、厚生年金保険の資格取得日と一致していることが確認できる。 

 また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の資

格喪失日は昭和 41 年８月 26 日として同年９月 20 日に社会保険事務所に届け

出られていることが確認できる上、同名簿の記録に不自然な点もうかがえない。 

 一方、Ｂ社の同僚からは、「申立期間当時、Ｂ社本社とＡ社の間において、

異動した者の保険料控除等に関する取決めはなかったように思う。また、給与

計算及び支給もそれぞれ別々に行われていた。」旨の陳述が得られた。 

 また、Ａ社及びＢ社における申立期間当時の事業主及び事務担当者はいずれ

も死亡しているため、申立人の申立期間における保険料控除等について確認す

ることができない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 



 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人の記憶は定かではなく、これを確認できる関連資料

及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6695 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から同年 12月 18日まで 

             ② 昭和 27年４月ごろから 35年５月１日まで 

    申立期間①については、昭和 19年４月又は同年５月ごろにＡ市に疎開し、

同年６月又は同年７月ごろにＢ社にＣ業務従事者として入社した。厚生年金

保険の保険料徴収が始まった同年 10 月以降は給与から厚生年金保険の保険

料を控除されていたと思う。 

    申立期間②については、昭和 27 年４月ごろからＤ社でＥ業務に従事して

おり、同社から受け取っていた給与から厚生年金保険料を控除されていたと

思う。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ｂ社に昭和 19 年６月又は同年７月ごろに

入社し、厚生年金保険の保険料徴収が始まった同年 10 月以降は厚生年金保険

の保険料を控除されていたと申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社は事業中止により昭和 20年８月 31日にいったん厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっている上、同社の現在の事業主は、「申立期

間当時の資料は残っておらず、当時の事業主も死亡しているため、詳細は不明

である。」と回答している。 

また、申立人がＢ社における同僚として名前を挙げた者を含め、同社に係る

健康保険労働者年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出し照会を行った

ものの、申立人の申立期間における在職及び保険料控除を確認することはでき

なかった。 



さらに、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番は

無く、記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録において、申立

人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間における

被保険者記録は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、申立期間①に係る保険料控除についての記憶は定かでな

い上、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、昭和 27 年４月ごろからＤ社でＦ業務に従

事していたと申し立てているところ、申立人は、同社発行の領収書、納品書等

を所持しており、当該領収書等の宛名には申立人の氏名が記載されていること

から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ｄ社との間において取引関係にあ

ったことがうかがわれる。 

しかしながら、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間に加入記録のある同僚７名のうち、所在が判明した同僚に文書照会し回

答を得たが、申立人の申立期間における同社での在籍を確認することはできな

かった。 

一方、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は、昭和 34 年４月１日

であり、申立期間のうち、27年４月から 34年４月１日までの期間は、同社が

適用事業所となる前の期間に当たる。 

また、申立人は、「私の弟は、私がＤ社に入る前から同社で働いていた。」と

陳述しているところ、上記被保険者名簿を見ると、申立人の弟は、申立期間よ

り後の昭和 38 年９月６日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していること

が確認できる。 

さらに、申立人が氏名を記憶している同僚は、「私は、昭和 35年ごろからＤ

社に勤務した。」と陳述しているところ、上記被保険者名簿において当該同僚

の厚生年金保険の資格取得日は、昭和 37年５月 16日となっていることも確認

できる。 

これらのことから、Ｄ社では、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚生

年金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

また、Ｄ社は、昭和 41 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、当時の事業主は死亡していることから、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について事情照会することはできないほか、上記同僚

からも申立人の申立期間における保険料控除について具体的な陳述は得られ

ず、確認することはできなかった。 

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番は

無く、記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録において、申立

人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間における

被保険者記録は見当たらなかった。 



加えて、申立人は、申立期間に係る保険料控除についての記憶は定かでない

上、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年 11月 1日から 37年６月１日まで 

    私は、昭和 35年 11月１日にＡ社の事業主である父の薦めで、同社の取引

先でＢ市Ｃ区にあるＤ社に住み込みとして入社し、37 年５月末までＥ業務

に従事していた。しかし、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記

録を照合したところ、同事業所における被保険者記録が無いとの回答を受け

た。 

申立期間中の台風の際には、工場のダクトが隣の家まで飛ぶなどかなり危

険な状態であったので、避難作業を同僚二人と一緒に行った記憶があるほか、

仕事の後に社長・同僚及び会社の取引先の方とマージャンをよくしたことも

覚えている。 

Ｄ社において、一緒に住み込みで勤務していた同僚は、私が住み込みで勤

務していたこと及び当時の出来事も覚えていると思うので、同事業所にて勤

務していたことは証明されるはずである。申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＤ社における業務内容等の記憶は具体的であることから判断する

と、期間は特定できないものの、申立人は、同事業所に勤務していたことが推

認される。 

しかしながら、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立

期間中に加入記録が確認できる同僚は、「申立期間当時、Ｄ社では、一定の試

用期間があり、その間は厚生年金保険に加入していなかったはずである。」旨

を陳述している上、申立人が同事業所に入社した昭和 35年 11月には既に勤務

していたとして名前を挙げた同僚の資格取得日は、37年 11月１日であること



などから判断すると、同社では入社と同時に厚生年金保険に加入させていた訳

ではなかったことがうかがえる。 

また、上記被保険者名簿で確認できる申立期間当時の事業主は所在が不明で

あるため、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入及び保険料控除に

ついて、事情照会することができない。 

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番は

無く、記録に不自然な点も見当たらない。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から 37年 12月ごろまで 

② 昭和 37年 12月 11日から 38年 10月１日まで 

    私は、申立期間①については、Ａ社においてＢ業務従事者として勤務して

いた。健康保険被保険者証の交付を受け、給与から保険料も控除されていた。 

申立期間②のＣ社では、同社発行の「退職手当等支給額の計算表」におい

て、昭和 37年 12月 11日に臨時社員との履歴記載があるが、同事業所での

資格取得日は 38年 10月１日とされており、申立期間の加入記録が無い。 

申立期間は両事業所に間違いなく勤務していたのに、厚生年金保険が未加

入とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社においてＢ業務従事者として勤務して

いたと申し立てているところ、同僚の陳述から判断すると、期間は特定できな

いものの、申立人は、同事業所に有期社員（アルバイト）として勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、「当時の正社員の資格取得標準報酬確認通知書を調査した

が、申立人の氏名は確認できなかった。また、申立期間当時の有期社員（アル

バイト）の資料を保存していないため、申立人の申立期間に係る保険料控除は

確認できない。」と回答しているほか、申立人が名前を挙げた同僚及び同事業

所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出した複数の同僚につい

て調査したものの、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入及び保険

料控除について具体的な陳述は得られなかった。 

また、上記被保険者名簿を見ても、健康保険整理番号に欠番は見当たらず、

記録に不自然な点もうかがえない。 



さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらないほか、

申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人のＣ社での在職については、同社提出の「退職

手当等支給額の計算資料」により、申立人は申立期間において臨時社員として

在職していたことが確認できる。 

当時、Ｃ社では、「臨時社員等社会保険事務処理規定」を定め、それ以降、

臨時社員等が厚生年金保険に加入する道が開かれ、厚生年金保険の適用事業所

としての届出を行い、当該事業所において臨時社員として勤務し、勤務日数等

の加入要件を満たす場合には、厚生年金保険の被保険者となることができるよ

うになったとしている。 

しかしながら、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は昭和 38年 10

月１日であり、申立期間は同社が適用事業所となっていない期間に当たる。 

また、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38年 10月１日に資格

を取得している複数の同僚からは、「厚生年金保険の加入日は入社日より後と

なっており、臨時社員であった期間のうち、厚生年金保険に加入していなかっ

た期間は給与から保険料は控除されていなかったと思う。」旨の回答が得られ

た。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行っても、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

ない。 

このほか、申立人の申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 24年ごろから 28年ごろまで 

             ② 昭和 28年ごろから 30年ごろまで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

申立期間①については、Ａ社Ｂ支店内で業務をしていたＣ社（現在は、Ｄ

社）でＥ業務に従事していた。申立期間②については、同じＡ社Ｂ支店内で

業務をしていたＦ社（現在は、Ｇ社）でＨ業務に従事していた。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が記憶していた同僚の陳述から判断して、時

期は特定できないものの、申立人がＣ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 31年８月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、上記同僚は、Ｃ社において、同社が適用事業所となった昭和 31 年８

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているところ、「Ｃ社は、昭和

31年８月１日より前は厚生年金保険に加入していなかった。」と陳述しており、

同人と同一日に資格を取得している 10 人のオンライン記録を見ても、全員が

申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。 

さらに、Ｄ社は、「当社が適用事業所となる前の期間に、従業員の給与から

厚生年金保険料を控除するようなことはない。」と回答しているところ、申立

人は、「Ｃ社で勤務していたときに健康保険被保険者証をもらった記憶は無く、

給与から厚生年金保険料が引かれていたかどうかも覚えていない。」と陳述し

ている。 



申立期間②については、元従業員の陳述から判断して、時期は特定できない

ものの、申立人がＦ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｇ社は、「申立期間当時の関係資料が残っていないので、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険の加入状況については不明である。」としている。 

また、申立人を記憶していた上記元従業員は、申立人と同じ業務内容で採用

されて、申立人とは別のＩ業務に従事していた者が二人おり、そのうちの一人

の名前を記憶していたが、前述のＦ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を見ても、申立人と同様にその者の被保険者記録は見当たらない。 

さらに、申立人は、「Ｆ社で勤務していたときに健康保険被保険者証をもら

った記憶は無く、給与から厚生年金保険料が引かれていたかどうかも覚えてい

ない。」と陳述している。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6699 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 34年 11月初旬から 35年 12月まで 

② 昭和 36年１月から同年３月中旬まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

申立期間①については、昭和 34年 11月初旬にＡ社（現在は、Ｂ社）へ入

社し、Ｃ工場で、35年 12月までＤ業務の助手をしていた。 

申立期間②については、申立期間①に引き続いて昭和 36 年１月から、Ａ

社と同じ敷地内にあったＥ社（現在は、Ｆ社）のＧ工場で勤務し、Ｈ業務に

従事していたが、中学校の１学年先輩で、Ｅ社においても先輩であった人ら

数人と一緒に同年３月 13日付けでＩ社へ異動した。 

申立期間にＡ社及びＥ社で継続して勤務していたことは間違いないので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、年金の適用について、申立期間より前の昭和 34 年１月１

日に厚生年金保険からＪ共済組合へ移管されており、同日以降、同組合におい

て厚生年金保険に加入している者は確認できない上（健康保険のみの加入者は、

多数確認できる。）、申立人については、Ｊ共済組合における加入記録も無いが、

Ｂ社は、「申立期間当時の関連資料を保管していないため、申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料控除並びにＪ共済組合への加入の状況について確認する

ことができない。」と陳述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 33 年

４月１日から同年 12 月１日までに資格を取得していることが確認できる元社

員 37人に照会し、６人から回答を得たが、いずれも申立人を記憶しておらず、



申立人の勤務実態は確認できない。 

さらに、当該元社員６人のうちの１人は、「自分はずっと正社員だと思って

いたが、同僚及び先輩が正社員に対し、『私たちも正社員にしてほしい』と要

求しているのを聞いて初めて自分が正社員ではなかったことに気付いた。」と

しており、別の１人は、「申立期間当時、臨時社員とアルバイトは厚生年金保

険には加入しておらず、保険料控除もされていなかった。」としていることか

ら、申立期間当時、Ａ社では、正社員と同様の業務に従事する臨時社員及びア

ルバイトといった雇用形態の者が多数おり、これらの者は厚生年金保険に加入

させていなかったことがうかがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間を含む昭和 33 年４月１日

から 36 年１月４日までの資格取得者に係る健康保険整理番号に欠番は無く、

同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

申立期間②については、申立人は、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、昭和 35年 12月 10日から 36年３月 10日まで政府管掌健康

保険に加入していることが確認できることから、申立人が申立期間にＥ社で勤

務していたことが確認できる。 

しかし、Ｅ社もＡ社と同様に、年金の適用について、昭和 34 年１月１日に

厚生年金保険からＪ共済組合へ移管されており、同日以降、Ｅ社において厚生

年金保険に加入している者は確認できない上（健康保険のみの加入者は、多数

確認できる。）、申立人については、Ｊ共済組合における加入記録も無い。 

また、Ｊ共済組合は、「昭和 34年１月以降、組合員はＪ共済組合に加入して

いたが、通常勤務者の 50％以内の勤務日数又は勤務時間の者は、常時勤務に

服しない者として組合員の対象から除外されていた。」としており、申立期間

当時、健康保険のみに加入し、年金に加入しない職員がいたと陳述している。 

さらに、申立期間当時、Ｅ社で職長をしていたとする同僚は、「実家がＫ業

務従事者である者及び繁忙期（12 月から翌年３月まで）のみ勤務していた者

等については、ほとんどが短期臨時社員と呼ばれる雇用形態で勤務していたの

で、申立人も短期臨時社員だと思われる。当時、短期臨時職員は健康保険には

加入しても、年金には加入していなかった。」と陳述している。 

加えて、申立人が記憶している先輩社員は、「自身の雇用形態は正社員では

なく臨時社員であった。給与から厚生年金保険及び共済年金の保険料を控除さ

れることは無かったと思う。申立人の雇用形態は不明であるが、業務内容は私

と同じだった。」と回答しているところ、当該先輩社員については、申立人同

様、政府管掌健康保険の加入記録（加入期間は申立人と同じ）は確認できるも

のの、厚生年金保険又はＪ共済組合の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年１月１日から 37年３月１日まで 

    私は、昭和 35年から 37年までの約２年間、Ａ社でＣ業務従事者として

勤務していたが、同社における厚生年金保険の加入記録が無い。 

納得できないので、調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務し

ていたことが推定できる。 

しかし、申立期間当時の事業主は既に死亡していることから、申立人の勤務

実態及び保険料控除の状況について確認することができない。 

また、同僚の一人は「私は、入社後２年ぐらいは社会保険に加入していなか

った。」と陳述していることから、事業主は必ずしも従業員を入社時から厚生

年金保険に加入させていなかったことが推察される。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号

に欠番は無いことから、申立人の記録が失われたとは考え難い。 

加えて、申立人は、昭和 36 年３月６日に母親及び兄と共に国民年金手帳記

号番号の払出しを受け、制度発足時の同年４月から 37 年２月まで国民年金保

険料を現年度納付していることが確認できる。 

   このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から保険料が控除

されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年７月 31日から 42年４月まで 

     私は、昭和 41年５月にＡ社に入社し、42年４月に退職するまで継続して

勤務したが、社会保険事務所（当時）の記録では、41 年７月 31 日から 42

年４月までの期間については厚生年金保険の加入記録が無い。 

Ａ社に在職中は同社の指示を受けて、元夫の健康保険の被扶養者から外れ、

同社の健康保険に加入していたので、申立期間が厚生年金保険の被保険者期

間であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41年５月から 42年４月までＡ社に継続して勤務し、同社で

健康保険に加入し、厚生年金保険被保険者であったと申し立てている。 

しかし、雇用保険の加入記録によると、Ａ社における申立人の離職日は昭和

41年７月 30日とされ、同社での厚生年金保険の資格喪失日と一致しているこ

とが確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険の加入記録を有する複数の

元従業員に照会したものの、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控

除の状況について確認することはできなかった。 

さらに、申立人は、「Ａ社に在職中は同社の指示を受けて、元夫の健康保険

の被扶養者資格から外れ、同社の健康保険に加入していた。」と陳述している

ところ、申立期間当時、申立人の元夫が加入していた健康保険組合の被扶養者

記録を見ると、申立人は、申立期間を含む昭和 39年８月９日から平成９年 10

月 26日までの期間、元夫の被扶養者であったことが確認できる。 

加えて、健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、申立人が昭和 41 年

７月 31 日付けで資格を喪失したことに伴い、同年８月９日に健康保険被保険



者証が社会保険事務所に返納されていることが確認でき、同原票の記録に不自

然な点も見られない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6702（事案 1932の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住        所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月１日から 59年 10月まで 

     私は、配偶者の父親が経営していたＡ社に昭和 39 年 10 月から 59 年 10

月まで勤務した。 

昭和 53年４月から 59 年 10月までの期間について、給与から社会保険料

が控除されていたのに厚生年金保険の加入記録が無い。 

今回、新たな資料を提出するので、申立期間を厚生年金保険の加入期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、同僚でもあった弟及び当時の税理士事務

所からの回答により、申立人が申立期間においてＡ社に在職していたことは推

定できるが、ⅰ）同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、標

準報酬月額の昭和 53年 10月の欄に、いったん３万円（当該金額は、それ以前

の標準報酬月額の３分の１程度）と記載された後に取り消された不自然な記録

が認められ、このような事後訂正を行う場合、社会保険事務所（当時）では出

勤簿、賃金台帳等を確認の上で行うのが通例であることから、申立人の資格喪

失日は二重のチェックを受けていたと考えられる、ⅱ）同被保険者名簿には、

健康保険被保険者証の証返の日付（昭和 54 年１月 27日）も明記されており、

申立人が59年10月まで勤務したと申し立てていることとは相違している、ⅲ）

申立人は、当時の妻から給料の金額を聞いていただけで実際の明細は見ていな

いと陳述しているなど、給与支給額及び保険料控除額に関する記憶は曖昧
あいまい

であ

る等から、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていたことをうかがわせる事情は見当たらないとして、既に当委員会

の決定に基づき、平成 20年７月 10日付けで年金記録の訂正は必要でないとす



る通知が行われている。 

   今回、申立人はＢ職の名札、Ｃ業務管理者の証（昭和42年３月16日に取得）、

Ｄ業務指導員の委嘱状（昭和 51年７月 13日付け）並びにＥ職資格者証及び認

定証（昭和 56 年１月１日に認証）を新たな資料として提出し、申し立ててい

るが、これらは当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

その他に当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 27年３月１日から 37年５月 31日まで 

厚生年金保険の加入記録について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた期間については、脱退手当金が支給されているとの

回答を受けた。 

脱退手当金は請求したことも受給したことも無いので調べてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間に係る脱退手当金を請求した記憶が無く、

受給していないとしている。 

オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資格

の喪失日から約１年後の昭和38年５月30日に支給決定されていることが確認

できる。 

そこで、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳を見ると、昭和 38 年４月

８日付けで社会保険庁（当時）から脱退手当金の計算のため標準報酬月額を回

答した記録が確認できるとともに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が記されているほか、申立期間

の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資

格喪失日が記載されているページを含む前後 15 ページに記載されている女性

のうち、申立人と同時期に受給要件を満たし資格を喪失した者 20人について、

脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含め 13 人に支給記録があ

り、うち 11人が資格喪失後１年以内に支給決定されていることを踏まえると、

事業主が脱退手当金の請求に際して何らかの関与をしていた可能性は否定で

きない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  大正 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年５月２日から 26年３月 15日まで 

    夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと

の回答を受けた。 

夫は、Ａ社には昭和 15年に入社し、18年１月に軍隊に召集され、終戦後、

28年に復員した。同社からは、召集後から 26年３月まで応召手当を受けて

いたとともに、同年３月 15日には退職一時金を支給された。 

このため、Ａ社には、昭和 26年３月 15日まで社員として在籍したことは

間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

    （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が提出した応召手当に関する支給記録（昭和 25 年度）、同手当に関す

る送金案内書（昭和 22 年８月 14 日、同年９月４日、同年 10 月 30 日、及び

23 年 10 月 11 日付け）及び退職一時金領収書（昭和 26 年３月 15 日付け）等

から判断すると、申立人が申立期間にＡ社に在籍していたことが認められる。 

しかし、上述の応召手当に関する支給記録及び送金案内書には、申立人が申

立期間に厚生年金保険料を控除された記録は無く、Ｂ社では「申立人の留守家

族に支払った応召手当から、厚生年金保険料を控除したか否かについては、当

時の控除を確認できる資料を保管していないため不明である。」と陳述してい

る。 

また、申立人が社会保険審査会委員長に対して昭和 60年４月 15日に行った



再審査請求に関連して、Ａ社が 61年３月 20日付けの文書でＣ社会保険事務所

長（当時）に提出した「厚生年金保険資格取得日の訂正および追記進達依頼に

ついて」によると、申立人の同社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、

当初、同社が提出していた 20 年５月１日の被保険者資格喪失届は誤りであっ

たとして、申立人の同年５月１日から 26年３月 15日までの被保険者期間を容

認されたい旨の記載があるものの、当該期間の保険料は未納とただし書きで記

載されていることが認められる（申立人の昭和 20年５月１日から 22年５月２

日までの期間については、61 年５月１日付けで、当時の厚生年金保険法第 59

条の２の規定により、記録訂正が行われている。）。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人は、旧厚生年金保険法（昭和 16年法律第 90号）第 59条の２

の規定により、被保険者が陸海軍に徴集又は召集された場合は厚生年金保険料

が控除されていないにもかかわらず、控除されていたとして被保険者期間とさ

れる特例制度が昭和 22 年５月に廃止されたのは、国のために犠牲となった者

の切り捨てであり、法制度上の救済を行うべきではないかと主張し、この主張

に対する判断を当委員会に求めているが、年金記録確認第三者委員会は、当時、

事業主が申立人の給与から厚生年金保険料を控除していたか否かを踏まえて

年金記録の訂正の要否を判断する機関であることから、昭和 22 年５月に廃止

された特例制度の適否を判断することはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 45年２月１日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間はＡ社Ｄ支

店で勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した履歴書(平成２年作成)によると、申立人は昭和 42 年４月

から 45 年２月までＡ社においてＢ業務従事者として勤務した記録があること

から、期間は特定できないものの、申立人は申立期間にＢ業務従事者として同

社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人は同僚の氏名を記憶していないため、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

また、申立人が勤務していたとするＡ社Ｄ支店は、オンライン記録によると、

厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、複数の同僚の陳述から、同社

Ｄ支店は、昭和 42 年 10 月１日までは同社Ｅ支店に、同日から申立期間後の

45年 11月１日までは同社Ｃ支店に所属し、いずれの支店も厚生年金保険の適

用事業所としての記録が確認できることから、両支店に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録がある者 60人を抽出し、

このうち所在が判明した 30 人に申立人の厚生年金保険の適用状況を照会した

ところ、回答のあった 22 人のうち誰からも、申立人が申立期間に厚生年金保



険に加入し、給与から保険料が控除されていたことをうかがわせる陳述を得る

ことはできなかった。 

さらに、Ａ社は、「厚生年金保険に加入させていたのは、内勤社員のみであ

り、Ｂ業務従事者は、歩合制の委託契約社員であったので、当時も現在でも、

厚生年金保険には加入させていない。また、昭和 42 年３月に設立されたＦ厚

生年金基金には、当該事業所の被保険者の加入記録が保管されているが、申立

人の加入記録は無く、申立人は、基金に加入しないＢ業務従事者であったと思

われ、厚生年金保険に加入させていないし、加入していない者から厚生年金保

険料を控除することも無い。」としている上、前述の回答があった 22人のうち

11 人は「Ｂ業務従事者は、歩合制の委任契約であり社会保険には加入してい

なかったと思う。」と陳述しており、これら 11人は自身の業務についてＥ業務

を担当していたとしている。 

加えて、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期

間にＡ社における雇用保険の加入記録が無い。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6706 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月 11日から 43年３月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社には、昭和 41年３月 22

日に入社し、平成７年３月に同社を退職するまでＢ支店で申立期間も継続し

て勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間も継続してＡ社に勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、Ａ社が提出した健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書

（写）及び同被保険者資格確認及び標準報酬決定通知書（写）によると、申立

人は、昭和 41年 12月 11日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、43年３

月 16 日に被保険者資格を再度取得していることが確認でき、これは、オンラ

イン記録と一致する。 

また、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、Ａ社にお

いて昭和 41 年 12 月 10 日に離職し、43 年３月 16 日に被保険者資格を再取得

しており、この記録は申立人に係る厚生年金保険の加入記録と一致している上、

当該事業所では「雇用保険に加入していない期間は、厚生年金保険に加入する

ことはなく、厚生年金保険料も控除していない。」と陳述している。 

さらに、Ａ社は「人事記録が無いため、明確なことは分からないが、申立人

は、申立期間に従業員としての身分が変わったため、厚生年金保険の被保険者

資格を喪失し、元の正社員に戻った時に再度被保険者資格を取得したことが考

えられる。」と陳述している。 



加えて、申立人が記憶している同僚７人及びＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿により申立期間に厚生年金保険被保険者であった同僚 10 人の

いずれからも、申立人が申立期間に厚生年金保険の被保険者であったことをう

かがわせる具体的な陳述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年９月 20日から 49年３月 30日まで 

② 昭和 56年 10月１日から 58年４月 30日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

Ｃ社に勤務した申立期間①とＡ社で勤務した申立期間②の加入記録が無い

との回答を受けた。両社に勤務したのは間違いないので、申立期間①及び

②について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立期間当時に勤務していた事業所を「Ｂ

社」としているが、オンライン記録によると、申立人が記憶する住所地に当該

事業所名の厚生年金保険適用事業所は無く、一方、同じ住所地における適用事

業所として「Ｃ社」が確認できることから、申立人が申立期間に勤務していた

事業所はＣ社であると推認できる。 

しかし、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

名前を記憶している唯一の同僚に係る厚生年金保険被保険者としての記録は

無い上、当該同僚の所在を確認できないため、当該同僚から申立人の申立期間

における勤務及び厚生年金保険料の控除の状況等を確認することができない。 

また、上述の被保険者名簿において、申立期間に厚生年金保険の被保険者記

録がある従業員 19 人のうち、所在が判明した５人に照会したところ、全員か

ら回答を得たが、いずれも申立人を記憶していない上、そのうちの２人は「Ｃ

社が、従業員の厚生年金保険の加入について、どのような方針であったのかは

分からない。」と陳述している。 

さらに、申立人は、申立期間の大半である昭和 39年 11月から 49 年３月ま

での期間に国民年金に加入し、そのうち、39年 11月から 42年 12月までの期



間、45年４月から同年 12月までの期間及び 46年４月から 49年３月までの期

間は国民年金保険料を納付していることがオンライン記録により確認できる。 

加えて、申立期間当時の事業主は、既に死亡しているため、申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することができない。 

また、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を

行ったが、申立期間に申立人に該当する厚生年金保険被保険者記録は見当たら

ない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ａ社で勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

しかし、Ａ社が保管する申立人に係る給与明細書（控）は、昭和 56 年９月

14 日から 57 年４月 25 日までの分であり、申立期間当時の事業主も「申立人

が勤務していたのは、給与明細のある期間のみである。」と陳述しており、申

立人も申立期間の記憶について「給与明細の無い期間については、記憶違いだ

ったかもしれない。」と陳述している。 

また、Ａ社が保管する申立人に係る給与明細書（控）には厚生年金保険料が

控除されていた記録が無い。さらに、上述の事業主は「申立人はハローワーク

の紹介により採用したが、年齢が募集した年齢よりも上だったので臨時雇用と

して雇用し、社会保険及び雇用保険には加入させていなかった。」と陳述して

いるところ、申立人の同社に係る雇用保険の加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間②に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年８月１日から 29年９月 25日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務していた期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、

昭和 25年８月１日から妻が入社してきた後の 29年９月 25日まで勤務して

いたので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社は、平成９年１月 21 日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主も既に死亡している上、申立期間当時の役

員は、「会社は、平成９年１月 31日に解散しており、申立期間当時の資料は保

管していないため、申立人について確認できない。」と陳述していることから、

申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況について確認する

ことができない。 

また、申立人は、Ａ社の事業主及び同僚の名前を記憶しておらず、前述の役

員及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に厚

生年金保険被保険者記録がある従業員 33 人のうち、所在が判明した６人に対

し、申立人の申立期間における勤務実態について照会したところ、回答が得ら

れた５人は、いずれも申立人を記憶しておらず、申立人が申立期間に勤務して

いたことをうかがわせる陳述を得られなかった。 

さらに、申立人は、Ａ社での自身の職種について、「Ｃ職としてＢ業務に従

事していた。」としているところ、前述の回答が得られたうちの４人は「Ａ社



では、Ｂ業務に従事しておりＣ職はいなかった。」としている上、申立人が当

該事業所の事業主は、外国人であったとしているところ、前述の役員は「申立

期間の事業主は、私の父であり、外国人ではなく日本人である。」と陳述して

おり、申立人の陳述と元従業員等の陳述に相違がみられる。 

加えて、申立人は「申立期間当時、妻が自分より後から入社してきて、１年

ぐらい一緒に勤務していた。」としているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿に申立人の妻の記録は見当たらない上、申立期間の健康保険整

理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

ない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 6709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年６月 26日から 54年５月 26日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をも

らった。申立期間は、平成３年に同社から永年勤続賞をもらっており、継

続して勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の陳述から判断して、申立人が申立

期間にＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社の申立期間当時の役員、給与事務担当者及び社会保険事務担当

者は、「申立期間当時、申立人から厚生年金保険及び健康保険をやめたいとの

相談があり、健康保険被保険者証を返してもらったが、その後も４年から５年

ぐらいは請負として勤務していた。申立人から健康保険被保険者証を返しても

らった４年から５年後に、夫婦が日本で正式に暮らせることになったとあいさ

つに来たので、当時の社長が申立人を正社員として再雇用した。」と陳述して

いる。 

また、Ａ社が提出した昭和 54年３月以降の給与計算ノート（写）を見ると、

ⅰ）同年３月までは申立人の給与支給記録は見当たらないこと、ⅱ）同年４月

分及び同年５月分の給与支給記録では、申立人の給与から厚生年金保険料が控

除された記録が無いこと、ⅲ）同年６月分の給与支給記録は社会保険事務所の

記録どおり厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 



さらに、前述の社会保険事務担当者は、「申立人が健康保険被保険者証を返

した時に、厚生年金保険と健康保険の被保険者資格喪失の届出をした記憶があ

る。その後、申立人が再入社してから２か月から３か月程度、勤務の状態を見

て厚生年金保険の資格取得の届出の手続をしたと思う。」と陳述しているとこ

ろ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が被保険

者資格を喪失した昭和 49年６月 26日の欄の備考欄には、健康保険被保険者証

が返却された旨記載されていることが確認できる。 

なお、申立人の妻が保管している平成３年３月９日にＡ社から出された「永

年勤続賞」については、前述の社会保険事務担当者は「永年勤続している人を

順番に推薦していた。20 年ぐらい勤務していた申立人を推薦し、作成された

ものである。」と陳述していることから、申立人の申立期間における継続勤務

は確認できるが、このことをもって厚生年金保険料控除まで確認できるもので

はない。 

このほか、申立人に係る申立期間の保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 45年６月１日まで 

② 昭和 45年７月 18日から 46年１月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の加入記録が無い旨の回

答を受けた。私は、昭和 43年 11月から 46 年１月まで同社に継続して勤務

していたので、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の同僚の陳述から判断すると、入退社時期は特定できな

いものの、申立人が申立期間①及び②において、同社に勤務していたことが推

認できる。 

しかし、健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録によると、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所となっていた期間は、申立人の被保険者記録のある昭和

45年６月１日から同年７月 18日までの期間であり、申立期間①及び②は適用

事業所となっていない期間に当たる。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主は、「当時の資料は保管していないが、

いったん厚生年金保険に加入したものの厚生年金保険料負担が重いため脱退

し、国民年金に変更した。」旨陳述しているところ、同人は、同社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった昭和45年７月18日の翌日に国民年金に加入し、

その保険料を現年度納付していることが特殊台帳の記録により確認できる。 

さらに、事業主は、「厚生年金保険に加入していない期間については、給与

から保険料控除はしていない。」旨陳述している。 

加えて、申立期間当時の同僚二人は、「申立期間当時の保険料控除に係る記



憶は無い。」とも陳述している。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において、事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年１月から同年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。Ｂ公共職

業安定所から厚生年金保険加入を条件に紹介を受け、昭和 30 年１月から同

年３月末まで勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人陳述のＡ社の所在地及び業務内容が同僚の陳述内容と符合すること

から、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に在職していたことが推

認できる。 

しかし、Ａ社において被保険者であったことが確認できる同僚は、「Ａ社で

は３か月間の見習期間があり、私も見習期間後に加入した。見習期間中は健康

保険、厚生年金保険には加入していなかったし、保険料も控除されていなかっ

たと思う。」と陳述している。 

また、申立人が唯一記憶していた上司の氏名は、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿では確認することはできず、さらに、連絡の取れた複数の

同僚は、いずれも申立人及び当該上司を覚えていないことから、これらの者か

ら申立人の勤務形態及び厚生年金保険の加入の有無等について確認すること

はできない。 

加えて、Ａ社の事業主は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

氏名は見当たらず、所在確認もできないことから、当時の事情等を明らかとす

ることはできなかった。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索



を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

なお、申立人は、Ｂ公共職業安定所からの紹介を受けＡ社で勤務したと申し

立てていることから、当該公共職業安定所へ求人票の保存を確認したところ、

当該公共職業安定所からは、「求人票の保存期間は１年間で申立期間当時のも

のは、保存していない。」旨の回答があった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22年３月 27日から 23年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社で勤務

したので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社において勤務し、厚生年金保険に加入していたと

申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所となったのは昭和 22年９月１日であり、申立期間のうち、

同日までは適用事業所となっていない期間に当たる。 

また、申立人が、Ａ社をはじめその前後で勤務した事業所において一緒に働

いていたとする同僚についても、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において被保険者記録は見当たらず、同人の所在も不明であることから、申

立人の勤務の実態及び厚生年金保険料の控除について照会することはできな

い。 

そこで、Ａ社に係る上記被保険者名簿において、同社が新たに適用事業所と

なった日に資格を取得している複数の従業員に照会したが、申立人を記憶して

いる者はいなかった。 

また、Ａ社は、申立期間当時の関係資料を保管しておらず、申立人の勤務実

態及び厚生年金保険料の控除の状況は不明であると回答している。 

さらに、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年４月１日から同年５月１日まで 

② 昭和 34年１月 24日から同年２月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社Ｂ支店（現在は、Ｃ社）に勤務していた申立期間①及び同社が名称変更し

たＣ社Ｄ支店に勤務した申立期間②の加入記録が無いとの回答をもらった。

私は、同社に昭和 25 年４月１日に入社し、34 年１月 31 日まで勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 25 年４月１日に、Ａ社Ｂ支店に入社し、厚生年金保険に加

入していたと申し立てているところ、Ｃ社Ｄ支店提出の人事記録によると、申

立人が同年４月 20 日にＡ社Ｂ支店に入社し、後継会社であるＥ社Ｆ支店及び

Ｃ社Ｄ支店に 34年１月 24日まで継続して勤務していることが確認できる。 

しかし、オンライン記録において、「Ａ社Ｂ支店」という名称の厚生年金保

険の適用事業所は見当たらず、また、Ｅ社Ｆ支店が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 25 年５月１日であり、申立期間①においては適用事業所と

なっていない。 

さらに、厚生年金保険記号番号払出簿等において、申立人と同じく昭和 25

年４月にＡ社Ｂ支店に入社し、同年５月１日付けでＥ社Ｆ支店に配属されてい

る同期入社の同僚が７人確認できるところ、その７人全員に同年４月の被保険

者記録が無い。 

加えて、当該同期入社の同僚の１人は、「自分の入社日は昭和 25年４月 19

日と記憶しているが、厚生年金保険被保険者記録は、Ｅ社Ｆ支店が適用事業所

となった同年５月１日からであり、同年４月の厚生年金保険料控除は無かった



ように思う。」と陳述している。 

なお、上述のとおり、Ａ社Ｂ支店という厚生年金保険の適用事業所は見当た

らないが、申立期間①当時、Ａ社Ｇ支店という適用事業所があり、当該事業所

からＥ社Ｆ支店設立日の昭和25年５月１日に35人が同社に異動していること

が両社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認できることから、Ａ

社Ｇ支店に係る被保険者名簿において申立人の記録を確認したが見当たらな

かった。 

申立期間②については、申立人は、Ｃ社Ｄ支店で継続して勤務していたと申

し立てている。 

しかし、Ｃ社Ｄ支店提出の人事記録によると、申立人の同社における退職日

は、上記のとおり昭和 34年１月 24日と記録されており、同僚の陳述によって

も申立期間の勤務が確認できない。 

また、上記退職日は、オンライン記録における申立人の厚生年金保険被保険

者資格喪失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 6714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 10月１日から 50年 11月１日まで 

             ② 昭和 51年８月１日から同年 10月１日まで 

             ③ 昭和 53年 10月１日から同年 11月１日まで 

             ④ 平成 12年４月１日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務していた昭和 34年

４月１日から平成 15年４月１日までの期間のうち、一部の期間に係る標準

報酬月額が実際の報酬月額より低く記録されているので、申立期間①、②、

③及び④に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているもの

の、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書における厚生年金保険

料控除額を基に算定した標準報酬月額は、申立人に係るオンライン記録の標準

報酬月額と一致している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年７月 28日から 37年４月まで 

私は、昭和 34 年 11 月から 37 年４月ごろまでＢ社（現在は、Ｃ社）Ａ支

店に勤務していた。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、Ｂ社での厚生年金保険被保

険者資格の喪失日が昭和 35年７月 28日となっているので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間を含む昭和 34年 11月から 37年４月ごろまでＢ社Ａ支

店に勤務した。同支店が閉鎖することをその約１か月前に突然言われて同社を

退職したが、勤務期間中に支店名及び業態が変わった記憶は無い。」旨陳述し

ている。 

しかし、Ｃ社提出の同社年譜（社史）には、申立期間中の昭和 35年 11月に

Ａ支店をＤ支店に変更した旨の記載が確認でき、同社は、「Ａ支店は同年 11月

より前に閉鎖したと思われる。」旨回答している上、Ｂ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿から申立期間当時の同社在籍が確認できる者 10 人に照

会したところ、回答が得られた７人のうち３人は、「Ａ支店がＤ支店に支店名

及び業態を変更した記憶がある。」旨回答している。 

また、Ｄ支店に昭和 35年 11月から勤務していたとする１人を含む上記回答

が得られた７人全員が「申立人のことを知らない。」旨陳述している上、Ｄ支

店に勤務していたとする者が同支店での同僚として名前を挙げた者は、「私は、

Ｄ支店にＢ社での被保険者資格を喪失する昭和 36 年 10 月 24 日までの約１年

間勤務していたが、申立人のことは記憶に無い。」旨陳述しており、同社での

申立人の申立期間における在籍状況等について確認できない。 



さらに、申立人が自身と同時期又は少し前にＢ社を退職したＡ支店での同僚

として名前を挙げた同一職種の同僚、上司及びその妹の同社での厚生年金保険

被保険者資格の喪失日は、申立人の被保険者資格の喪失日とほぼ同時期の昭和

35 年５月 15 日、同年９月 30 日及び同年５月 15 日であることが、同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認できる。 

加えて、Ｃ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の資料が残存せず、申立期間

における申立人の在籍状況及び厚生年金保険料の控除の状況等は不明であ

る。」旨回答している上、Ａ支店における申立人の上司とされる同僚に照会し

たものの、回答が得られなかったほか、当該上司の妹とされる同僚及び同一職

種の同僚は所在不明であり、同支店のＥ職とされる同僚も既に死亡しているた

め、これらの者から、申立期間における申立人の在籍状況、勤務実態及び厚生

年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から 35年４月３日まで 

私は、私の兄が経営するＡ社において、高校卒業後の昭和 29 年４月１日

から 35 年４月３日まで主にＢ職としてＣ業務に従事していたが、社会保険

事務所（当時）の記録では、当該期間が厚生年金保険の未加入期間とされて

いるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に同事業所で

の在籍が確認できる複数の同僚の陳述から、申立人は、申立期間に同事業所の

Ｂ職としてＣ業務に従事していたことが推認できるものの、当該同僚のうち二

人は、「申立人は、事業所に常時出勤しておらず、事業主である申立人の兄の

手伝いをしていたような気がする。また、申立人に給与が支払われていたかど

うかは分からない。」旨陳述している。 

また、Ａ社は、昭和 41年９月 11日に適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主に対し文書照会を行ったが回答が得られない上、経理事務を担当して

いたとされる事業主の配偶者は既に死亡しているため、申立期間における申立

人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間当時の

同事業所在籍が確認できる同僚は、「Ａ社での事務を担当していた事業主の配

偶者から、入社時に社会保険加入の意思確認があり、加入又は非加入を選択す

ることができた。また、私は、昭和 29年６月から 31年４月まで同事業所に在

籍していたが、当時の同事業所には、少なくとも 10 人以上の従業員がいたと

思う。」旨陳述しているところ、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿から、昭和 29年 10月及び 30年 10月の標準報酬月額定時決定時におけ



る被保険者数は、いずれも６人であることが確認でき、申立期間当時の同事業

所では、従業員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがう

かがえる。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、オン

ライン記録において申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったもの

の、申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年 10月 15日から 48年１月 23日まで 

             ② 昭和 49年８月 17日から 50年２月１日まで 

             ③ 昭和 50年２月１日から 51年８月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ県Ｂ市のＣ社に勤務した期間

（申立期間①）、同市のＦ社に勤務した期間（申立期間②）及びＧ県Ｈ市の

Ｅ社に勤務した期間（申立期間③）が厚生年金保険の未加入期間となってい

る。 

しかし、私は、各事業所の正社員としてＤ業務に従事し、厚生年金保険に

加入していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③について、申立人が勤務したとするＣ社、Ｆ社及びＥ

社は、社会保険事務所に適用事業所としての記録は無く、また、いずれの事業

所についても、申立人が記憶する各事業所の所在地を管轄する法務局に商業登

記の記録は見当たらない。 

さらに、申立期間①について、申立人をＣ社に紹介したとする申立人の兄の

陳述から、在籍時期及び期間は特定できないが、申立人が同社に在籍していた

ことは推認できるものの、申立人の兄は、「私は、Ｃ社に請負契約のＤ業務従

事者として勤務しており、厚生年金保険には加入していなかった。申立人は、

社員であったが、社員の厚生年金保険の加入状況については分からない。また、

同社は、事業主が死亡した昭和 50年ごろに閉鎖した。」旨陳述している上、申

立人は、同社の同僚の名字のみしか記憶していないため、これらの者から、同

社での申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況等を確認すること



ができない。 

加えて、申立期間②について、申立人は、Ｆ社の同僚の名字のみしか記憶し

ていない上、事業主とされる者は所在不明であるため、これらの者から、同事

業所での申立人の在籍状況及び厚生年金保険料の控除の状況等を確認するこ

とができない。 

また、申立期間③について、Ｅ社に勤務し、申立人を同事業所に紹介したと

される申立人の別の兄は、既に死亡している上、申立人は、同事業所の事業主

及び同僚の名字のみしか記憶していないため、これらの者から、同事業所での

申立人の在籍状況及び厚生年金保険料の控除の状況等を確認することができ

ないほか、申立人の兄に係る申立期間を含む昭和 37年 12月から 57年３月ま

での国民年金保険料が納付済みであることがオンライン記録から確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6718 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年８月 17日から 42年３月 26日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係る

脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は請求しておらず、受給していないと

している。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の

欄には脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立

期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 42 年６月１日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さは見られない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6719 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年２月 24日から 29年５月 21日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務した期間に係る脱退

手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、給付記録

欄には、脱退手当金を支給したことを示す｢脱退手当金｣と記されているほか、

支給金額、資格期間等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致し

ていることが確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創

設前であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給でき

なかったことから、Ａ社を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱

退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年８月から 28年 12月１日まで 

             ② 昭和 50年 11月 28日から同年 12月４日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が

無いとの回答を受けた。同社には、昭和 27 年８月から 50年 12月４日まで

勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録から、申立人が申立期間にＡ社で勤

務したことが確認できる。 

しかし、Ｂ社が作成及び保管する「健康保険厚生年金保険被保険者名簿」を

見ると、申立人の資格取得日は、昭和 28年 12月１日と記載されており、オン

ライン記録と一致する。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

一日の昭和 28年 12月１日に資格を取得している元従業員 38人のうち、所在

が判明し聴取することができた７人中５人が自身の入社時期を記憶しており、

当該５人は、それぞれ入社したとする時期の４か月から１年５か月後に資格を

取得していることが確認できることから、申立期間当時、同社では、従業員を

採用後すぐには厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｂ社は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管しておらず、申立

人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 



このほか、申立人の申立期間①に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、Ｂ社提出の従業員身上明細書における申立人の退職

日及び雇用保険の記録における申立人の離職日は、いずれも昭和 50年 12月４

日と記録されている。 

しかし、申立人に係る戸籍謄本を見ると、申立人は、昭和 50 年＊月＊日ご

ろに死亡したと記載されていることが確認できる。なお、同年＊月＊日の死亡

の場合における資格喪失日は、死亡した日の翌日である同年＊月＊日となる。 

また、オンライン記録によれば、昭和 50 年＊月に申立人に係る遺族年金の

受給権が発生したことが確認できることから、申立人は、申立期間において、

厚生年金保険被保険者ではなかったと推認される。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の

資格喪失年月日が昭和 50年 12月５日から同年＊月＊日に訂正（昭和 51年２

月 20 日に訂正処理）された旨が記載されており、これについて日本年金機構

は、「当該被保険者名簿における資格喪失日の訂正は、事業主からの届出に基

づき処理されたものと考えられる。通常、事業主から資格喪失年月日の訂正届

が提出された場合には、資格喪失日訂正に係る理由書、出勤簿、離職票及び死

亡診断書等の退職日（死亡日）が確認できる資料の添付が必要となる。」とし

ている。 

このほか、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る保険料

を控除されたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年６月 13日から 23年 12月まで 

             ② 昭和 38年４月から 40年 11月 26日まで 

     厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ社

及びＢ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受け

た。Ａ社には昭和 21年３月から 23年 12月まで勤務し、Ｂ社には 38年４月

から 46 年６月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険

に加入していたと申し立てている。 

しかし、申立人は、同僚の氏名を記憶していないほか、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録が有る元従業員

のうち、連絡先が判明した 15 人に照会し、７人から回答を得たが、いずれも

申立人を記憶しておらず、同僚等から、申立人の申立期間における勤務実態を

確認できない。 

また、Ａ社の事業を継承するＣ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、

同社から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認で

きない。 

申立期間②については、複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間にＢ社で

勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立期間にＢ社において被保険者記録が有る同僚の一人は、「申立

期間当時、入社してすぐに会社を辞める者が多かったので、会社は、様子を見

て長く勤める者を厚生年金保険に加入させていた。」と陳述しているところ、



複数の同僚は、入社したとされる時期の約 10 か月から３年後に資格を取得し

ていることが同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認でき

ることから、申立期間当時、同社では、必ずしも従業員を採用後すぐには厚生

年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

また、申立期間にＢ社において被保険者記録が有る元従業員10人は、「当時、

Ｂ社では、厚生年金保険に加入していない者がいた。」と陳述しているところ、

申立人が記憶する同僚３人のうちの１人は、同社において被保険者としての記

録は見当たらない。 

さらに、申立人と前職が同じであり、同時期にＢ社に入社したとする同僚二

人は、申立人と同一日の昭和 40 年 11 月 26 日及び 41 年３月 26 日にそれぞれ

資格を取得していることが前述の被保険者名簿により確認でき、申立人と同様

に申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

加えて、Ｂ社は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管しておらず、同社

から、申立人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6722 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 58年５月１日まで 

     厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和

57 年３月にＢ職として入社し、正社員になった同年４月に厚生年金保険に

加入したはずであるので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間もＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

   しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に

被保険者記録が有る元従業員 50 人に照会し、回答があった８人は、いずれも

申立人を記憶しておらず、また、申立人が入社時に上司であったとする者に照

会しても、回答が得られなかったため、これらの者から、申立人の申立期間に

おける勤務実態を確認できない。 

さらに、申立人と同じＢ職であったとする元従業員の一人は、「厚生年金保

険と雇用保険は同時に加入した。」と陳述しているところ、当該元従業員、申

立人及び別のＢ職であったとする元従業員は、いずれも厚生年金保険と雇用保

険の資格取得日は一致している。 

加えて、前述の回答があった元従業員８人のうち、自身の入社時期を記憶す

る２人は、入社したとする時期の８か月から１年２か月後に資格を取得してい

るほか、前述の上司は、申立期間後の昭和 58 年８月１日に資格を取得してい

ることが前述の被保険者名簿により確認できることから、申立期間当時、Ａ社

では、必ずしも従業員を採用後すぐには厚生年金保険に加入させていなかった



ことがうかがえる。 

また、Ａ社は、昭和 60 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っているため、同社から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除

の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年２月から 27年９月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭

和 26 年２月から 27 年９月まで勤務したので、申立期間について、厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、昭和 26年２月にＡ社に入社したとする同僚は、「私がＡ社に入社し

た当時、申立人は在籍していなかった。」と陳述しているほか、申立人が記憶

する上司及び同僚のうち所在が判明し聴取できた２人並びに同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に資格取得記録が有る元従

業員８人のうち所在が判明し聴取できた３人からは、申立人の申立期間におけ

る勤務実態を確認できなかった。 

また、前述の同僚の一人は、「私は、昭和 22 年４月からＡ社に勤務したが、

厚生年金保険の加入記録は、24年２月からしかない。」と陳述していることか

ら、申立期間当時、同社では、必ずしも従業員を採用後すぐには厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社は、昭和 60 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、元事業主も既に死亡しているため、同社等から、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年７月から 39年 10月まで  

               ②  昭和 39年 11月から 41年 10月まで 

               ③ 昭和 45年１月から 46年１月まで 

              ④ 昭和 46年１月から同年８月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受

けた。いずれの申立期間も常勤社員として勤務したので、申立期間について、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間にＡ社で

勤務したことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 39 年５月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、同日以前は適用事業所では

ない。 

また、申立人は、申立期間当時、Ａ社の従業員数は約 20 人であったとして

いるが、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確認でき

る当該期間の被保険者数は９人であることから、当時、同事業所では、必ずし

も従業員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社の事業を継承するＥ社は、「申立期間当時の事業主は既に死亡

しており、当時の資料も残っていない。」と陳述しているため、同社から、申

立人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 

申立期間②については、申立人は、Ｂ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 



しかし、Ｂ社は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は無く、また、同事業所を管轄する法務局において商業登記に係る記

録も見当たらない。 

さらに、申立人は、事業主の名字しか記憶しておらず、同人の所在を確認で

きないほか、同僚の氏名を記憶していないため、事業主等から、申立人の申立

期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認できない。 

申立期間③については、申立人は、Ｃ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は無く、また、同事業所を管轄する法務局において商業登記に係る記

録も見当たらない。 

さらに、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶していないため、これらの

者から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認でき

ない。 

申立期間④については、申立人は、Ｄ社で勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ｄ社は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は無く、また、同事業所を管轄する法務局において、商業登記に係る

記録も見当たらない。 

さらに、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶していないため、これらの

者から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認でき

ない。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④に係る保険料控除を確認でき

る関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 24年３月１日から 26年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｂ支店に勤

務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社Ｂ支店には、昭和

24年３月から 26年３月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間にＡ社Ｂ支店で勤務したことが推

認できる。 

   しかし、Ａ社Ｂ支店は、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業

所としての記録は無い。 

また、Ａ社Ｃ支店で被保険者記録が有る元従業員は、「Ａ社Ｂ支店は、同社

の代理店であり、個人事業所であった。その後、同社Ｂ支店は、Ｄ社に名称変

更している。」と陳述しているところ、オンライン記録によれば、Ｄ社は、昭

和 26 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用

事業所ではない。 

   さらに、Ａ社Ｂ支店で申立人と同期入社であったとする同僚は、「申立期間

当時、Ａ社Ｂ支店の従業員数は５人未満であり、Ｄ社に名称変更し厚生年金保

険に加入するまでは、保険料控除も無かった。」と陳述している。 

   加えて、Ｄ社は、昭和 29 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、元事業主は既に死亡しているため、同社等から、申立人の申立期間におけ

る保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 39年４月１日から 41年６月 30日まで 

             ② 昭和 41年７月１日から 42年６月１日まで 

             ③ 昭和 42年 12月 27日から 43年４月 17日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間①並びにＢ社に勤務した申立期間②及び③の加入記録が無いとの

回答を受けた。Ａ社には、昭和 39年４月から 41年６月まで勤務し、Ｂ社に

は同年７月から 43 年４月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、複数の同僚の陳述から、時期は特定できないものの、

申立人がＡ社で勤務したことが推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、同事業所

は、昭和 42 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間

は適用事業所ではない。 

また、当該複数の同僚は、「Ａ社が適用事業所となる前に保険料控除は無か

った。」と陳述している。 

さらに、前述の被保険者名簿において、Ａ社が適用事業所となった昭和 42

年２月１日に資格を取得している６人中３人は、同事業所が適用事業所となる

までの期間は国民年金保険料を納付していることがオンライン記録により確

認できる。 

加えて、Ａ社の事業を継承するＣ社に申立期間における保険料控除の状況を

照会したが、回答は得られなかった。 

申立期間②については、複数の同僚の陳述から、時期は特定できないものの、



申立人がＢ社で勤務したことが推認できる。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、同事業所

は、申立人が同事業所で資格を取得した日と同一日の昭和 42 年６月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、当該複数の同僚は、「Ｂ社が適用事業所となる前に保険料控除は無か

った。」と陳述している。 

さらに、前述の被保険者名簿において、Ｂ社が適用事業所となった昭和 42

年６月１日に資格を取得している５人中２人は、同事業所が適用事業所となる

までの期間は国民年金保険料を納付していることがオンライン記録により確

認できる。 

加えて、前述の被保険者名簿によれば、Ｂ社は、昭和 42年 12 月 27日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっており、元事業主は既に死亡しているた

め、同事業所等から、申立人の申立期間における保険料控除の状況を確認でき

ない。 

申立期間③については、申立人は、申立期間にＢ社で勤務し、厚生年金保険

に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、上記のとおり昭和 42年 12 月 27日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、前述の被保険者名簿において、Ｂ社が適用事業所ではなくなった昭和

42 年 12 月 27 日に資格を喪失している元従業員のうち所在が判明し聴取でき

た二人は、「私は、昭和 42 年 12 月にＢ社を退職した。」と陳述しているため、

申立人の申立期間における勤務実態を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る保険料控除を確認できる関

連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 6727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年ごろから 28年８月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和

26年ごろから 28年８月まで勤務したので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から、時期は特定できないものの、申立人がＡ社及びその前身の

Ｂ社で勤務したことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 27 年４月１日であり、申立期間のうち同日以前は適用事業所で

はない。 

また、申立人がＡ社で一緒に勤務したとする同僚二人は、いずれもＢ社及び

Ａ社において、被保険者としての記録は見当たらない。 

さらに、Ｂ社及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に健康保険整理番号の欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見ら

れない。 

加えて、Ｂ社は、昭和 28 年４月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ているほか、Ａ社も、32 年７月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、両社の元事業主等は所在不明であるため、両社等から、申立人の申立期

間における保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


